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おわりに
＊ 本稿における史資料等の引用においては、旧字を新字に、踊り字を通常の文字に、
漢数字をアラビア数字に改めるなど、通常の許容限度の範囲内で修正を加えている。
なお、筆者による補筆・挿入は〔 〕で括った。
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はじめに
 本稿の目的
本稿の目的は、第90回帝国議会衆議院帝国憲法改正案委員小委員会速記
録の公開経緯を再検証し、小委員会および速記録の歴史的な位置づけを明
らかにすることである。
本小委員会は、第90回帝国議会衆議院帝国憲法改正案委員会における政
府提出の帝国憲法改正案の審議後、各会派から出された修正意見への対処
を目的として、「修正案懇談のため」)に設置された会議体であり、委員
会と同様に日本自由党の芦田均（後に第47代内閣総理大臣）が委員長を務
めたことから、しばしば「芦田小委員会」と呼称される（以下、「芦田小
委員会」と略記する）。
芦田小委員会は、各会派を代表する全14名で構成され、1946年月25日
から月20日までの間に、正式な会議を13回実施しており、審議終了後の
同月21日に再開された委員会において、小委員会の共同修正案が芦田から
報告されると、採決により賛成多数で可決された)。
本小委員会の審議では、憲法改正案条項冒頭への「前項の目的を達
するため、」との字句の挿入により、戦力保持をめぐる解釈の糸口となり
うる文言上の変化をもたらした所謂「芦田修正」が行われたことが広く知
られている。また、当該修正が戦後の憲法論議の主要な論点の一つに数え
られてきたことは、改めて指摘するまでもないだろう。さらに、小委員会
では、生存権規定の導入（25条項）や、中学校の義務教育化に道を開く
修正（26条項）が行われるなど重要な改正案の変化が見られ、その審議
内容には、従来から大きな注目が集まっていた)。
ところが、芦田小委員会は秘密懇談会の形で進められたため、その速記
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録は新憲法制定後も非公開扱いのまま印刷されず、長きにわたり衆議院事
務局に原本が保管された)。同速記録は、その内容に対する関心の高さも
あって公開を働きかける動きが早くから見られたが、その実現は、「戦後
50年」の節目となる1995年の公開決定を待たねばならなかった)。
この速記録の公開決定は、「国会における情報公開の一環」)としてな
されたものであり、帝国議会期の貴衆両院の秘密会速記録は同時期に、懲
罰事犯関係の速記録を除いて)、ほぼすべてが公開されている)。そして、
この速記録の公開以降、芦田修正の「真相」を中心に、小委員会の審議を
めぐって膨大な数の論攷が発表され)、現在に至るまでも議論が重ねられ
てきたことは周知のとおりである10)。
しかしながら、小委員会が当時置かれていた状況や、そこでの審議の性
質、また速記録の公開経緯等の諸問題については、審議内容に対する関心
の高さに見合うだけの十分な検証が必ずしも行われてこなかったように、
筆者には思われる。
 問題の所在
本稿における筆者の問題意識は、概ね以下の四点にまとめることができ
る。第一に、しばしば小委員会速記録の位置づけをめぐる評価が曖昧なま
まに議論が進められる傾向にある点である。例えば、速記録の公開に至る
までの複雑な経緯もあるためか、小委員会は正式な秘密会ではなく、その
速記録も当初は非公開ではなく自由な閲覧が可能だったとする指摘は、そ
の具体例といえるだろう11)。このような主張は、入手困難な状況にあった
小委員会速記録の復刻版に付された「解説」にも一部引き継がれたため
か12)、他の論攷においても客観的な事実であるかに受け止められる傾向に
ある。しかし、本論で詳述するとおり、筆者は、このような認識は基本的
に誤りであると考えている。小委員会が秘密会であったか否か、そして速
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記録が秘密扱いであったか否かという問題は、審議に参加した委員の発言
の自由度を推測するうえで極めて重要な要素であり、速記録に残された審
議内容を検証する際には不可欠の前提知識であろう。したがって、小委員
会速記録の客観的な位置づけを明らかにしておく必要がある。
第二に、帝国議会期における秘密会開会の手続や、秘密会速記録の公開
をめぐる法令上の根拠についての評価が曖昧な点である。例えば、芦田小
委員会は「正式な秘密会ではなかった」とする指摘のなかには、旧議院法
の規定のみを根拠とするものも見受けられるが、委員会では議院先例が大
きな意味を持っていたことに注意する必要がある。また、速記録の公開手
続についても、実際に公開が達成されると、その手続自体の妥当性を論じ
るものは殆ど見られなかったといってよいように思われる。しかし、秘密
会速記録の公開手続を整理し、その妥当性を検討することには、いまだ達
成されていない現行憲法下における秘密会の議事速記録の公開を考えるう
えで、一定の意義が認められるであろう。
第三に、小委員会の審議はどこまで秘密を担保されていたのか、換言す
れば、どこまで自由な審議が可能であったのかという点である。周知のと
おり、現行憲法の制定は連合国の占領下に行われたのであり、その作業は
「総司令部・極東委員会といった占領管理機構の監視のもとに、主として
日本の政治指導者と占領軍との交渉によって進められた」13)という事実を
無視できない。芦田小委員会も秘密会でありながら、その審議内容は各回、
要約・翻訳のうえで GHQ 側に提出されていたし、後年には速記録自体も
全訳のうえで提出することを求められている。また、憲法案修正に当たっ
ての GHQとの交渉は、審議当時も、政府委員や小委員長を通じて続けら
れていたのであり、ここには占領下における秘密会の限界を見てとること
ができる。そうだとすれば、小委員会の審議に対する実質的な制約を明ら
かにする必要がある。
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第四に、英訳速記録に見られる削除の位置づけが十分に明らかにされた
とはいいがたい点である。1995年の速記録公開は、GHQに提出されてい
た英訳速記録に、40箇所以上の削除があった事実を明らかにした14)。これ
らの削除は、主として占領下の「プレス・コード」に基づく検閲を反映し
たものと説明されたが、実施主体が議院事務局側であったため、そこには
政治的判断に基づく自主規制もうかがわれる。また、秘密会速記録に対す
る削除という特殊な事情から、当該削除が速記録からの正式な削除なのか、
英訳の際の単なる秘匿工作なのかという点も自明ではない。したがって、
削除はいかなる根拠に基づいて行われたのか、削除の実行者は誰なのか、
削除の性質はどのようなものであったのかという諸点を明らかにする必要
がある。
 分析方法と構成
本稿は、以上のような問題意識から、芦田小委員会速記録の公開経緯を
再検証するとともに、上記諸点の解明を試み、占領下の秘密会の性質につ
いて考察を加えることとしたい。なお、本稿では、「史資料に基づく実証」
を重視し、活字翻刻版の速記録だけでなく、従来ほとんど検討されてこな
かった速記録原本（衆議院憲政記念館所蔵）をも利用することとした。ま
た、筆者は過日、芦田小委員会速記録の公開問題に関する衆議院事務局の
内部資料を閲覧する機会にも恵まれた15)。これらの資料は、速記録公開を
事務局内部で検討した資料群として重要な意義を持つものであり、速記録
公開の経緯を理解するために参考となるものであった。以下の本論では、
これらの貴重な資料から得られた情報も踏まえつつ、可能な限り正確な歴
史的経緯を示すことを心がけたい。
本稿は、全章で構成される。まず第章では、芦田小委員会の位置づ
けをめぐる従来の議論を概観しつつ、その問題点を明らかにし、小委員会
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が秘密会であったこと、さらに速記録も非公開であったことを確認する。
続く第章では、秘密会速記録の公開経緯を検証することで、速記録の公
開要求がいつごろ始まり、どのような経緯をたどって、また、いかなる根
拠に基づいて公開されたかを明らかにする。そして第章では、英訳速記
録に見られる削除の実態を明らかにし、占領下の秘密会に対する制約がど
のようなものであったかを考察することとしたい。
第章 芦田小委員会の位置づけ
第節 位置づけをめぐる議論
 森清による問題提起
芦田小委員会速記録の「秘密扱い」について、初めて公に疑問を呈した
のは、自由民主党所属衆議院議員（当時）の森清であった16)。森は、保守
主義的な憲法改正論の立場から、芦田小委員会の審議についても独自に調
査を進め、速記録公開前の1983年、占領下において GHQに提出されてい
た英訳の小委員会速記録を翻訳・出版している17)。そして、後述するよう
に、国会議員の資格に基づいて速記録原本を閲覧した結果、速記録は、当
初は秘密扱いではなかったという主張を展開した。やや長くなるが、森が
示した「経過及び疑問点」を確認しておこう18)。
一、小委員会第回会合において、芦田小委員長より、次の発言が
あった。なお、秘密会について、これ以外には発言、裁決等の記録は
ない。
〔英訳速記録の引用部分省略〕
疑問点（）議会の議事は公開が原則であり、秘密会にするには、
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一定の手続が必要であるが、この手続はとられていな
い。
(）議事内容を新聞発表することは、秘密会であれば許さ
れないことであるにもかかわらず、これを行うことと
している。
二、芦田小委員長の特別委員会に対する報告において、「但シ、此
ノ報告ニ於テハ主要ナル修正点ニ付テ報告スルニ止メ、単ニ字句ヲ改
メタ理由ニ付テハ之ヲ速記録ニ譲ルコトト致シマシタ」と述べている。
これは、小委員会は秘密会ではなく、その速記録は、印刷配布される
ことを前提にし、公開されている特別委員会の議事内容の一部を構成
している。
三、秘密議事録であれば、厳封して保管し、議員以外は見ることが
できないにもかかわらず、入江氏の「審議の要約」で述べたとおり、
少なくとも昭和25年当時は、自由に閲読することが許されている。
四、昭和31年に決定されたこの議事録の閲覧手続きに関する決定も、
不自然である。秘密議事録であれば、このような決定をするまでもな
く、取扱い方法が決まっているにもかかわらず、この件に関してのみ、
このような特別な決定をしている〔の〕である。19)
また、森は別著において、小委員会速記録は、「公開された改正特別委
員会の報告の一部をなしているのであり、印刷配布されていなければなら
ないものである」20)としている。もっとも、「私は、国会の権威のために
も、私の推理が誤りであり、本当に秘密委員会であり、秘密議事録であっ
てくれた方がよいと願っている」21)とも述べていたことから、ここでの議
論は決定的な証拠に基づくものではなく、あくまで仮説にとどまるもので
あった。
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なお、上記引用文中の疑問点「三」は、入江俊郎衆議院法制局長（当
時）が、速記録をその公開前に閲覧して作成したと思われる「審議要
録」22)の存在を根拠としたものである。この点については、入江自身が
1954年月から月にかけて東京大学占領体制研究会において行った報告
で、次のように速記録の閲覧を証言していたことが確認できる。
私は小委員会へは特殊な場合以外は出なかつたから直接経過には接
触しませんでしたが、後に（昭和24年の頃）私は小委員会の速記を衆
議院の法制局長時代に詳細読むことができました。（これは未公刊で、
今のところ原本しかありません。）その際に私が特に重要と思われる
点を書き写したものがありますので、これに基いてこの記録に留めて
おきます。あれはまだ印刷されておりませんから、速記を翻訳したま
まのものが残つておるだけであります。23)
この入江の報告は、当初はタイプ印書版として作成されたものであった
が、1960年に内閣憲法調査会資料に収録され24)、その後、1976年には著者
の論集にも再録されており25)、比較的簡単に閲覧することができる。
ところが、タイプ印書版に見られる当該部分は、両文献では、「私は小
委員会には出席しませんでしたが、当
・
時
・
私
・
が
・
そ
・
の
・
経
・
過
・
に
・
つ
・
き
・
聞
・
知
・
し
・
た
・
と
・
こ
・
ろ
・
に
・
よ
・
つ
・
て
・
、以下重要と思われる点を述べておきます」26)という形に改め
られており、速記録を閲覧した事実が曖昧にされていることが分かる27)。
なお、入江自身は、芦田小委員会が秘密会であったことを認識しているこ
とから28)、報告の再録時に速記録閲覧の事実をあえて隠したことには、何
らかの配慮が働いたことがうかがわれる。
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 その後の議論への影響
森の指摘は、小委員会速記録の位置づけをめぐるその後の議論に大きな
影響を与えた。例えば、憲法制定史研究において大きな業績を残してきた
古関彰一は、森の議論に依拠しつつ、芦田修正の真偽をめぐる「ナゾ」に
ついて政治的関心が高まるなかで、国会議員に限り速記録の閲覧を認めた
1956年月日の議院運営委員会決定が速記録を「秘密扱い」にしたとす
る、次のような主張を展開している。
ナゾはますます深くなるばかりである。というのは、小委員会議事
録は「秘密」といわれるが、そのような扱いとなったのは『東京新
聞』が芦田寄稿文にわざわざ紹介文を書き、その中で「封印保存され
ている秘密会の記録」と書いたカ月後のことだからである。1956年
月10日、衆議院議員
ママ
運営委員会は、小委員会速記録の閲覧を「国会
議員に限り、議長においてこれを許可」し、「閲覧者は、速記録の複
写、公表又は頒布〔等を〕してはならない」という事
・
実
・
上
・
の
・
秘
・
密
・
扱
・
い
・
に
・
し
・
た
・
。しかしそれまでは「秘密」ではなく、1950年ごろはだ
・
れ
・
で
・
も
・
見
・
ら
・
れ
・
た
・
という。ということは、憲法調査会がつくられ、憲法条を
中心として制定当時のことに関心が高まる中で、いままで公開してき
たものを、わざわざ秘密扱いにしたのである。29)
引用文中の「芦田寄稿文」とは、1956年月30日・同31日付の東京新聞
に掲載された憲法制定の由来に関する芦田均のエッセイ30)を指すもので、
記事は芦田自身による芦田修正の解説を含んでいた31)。また、「1950年ご
ろはだれでも見られた」とあるのは、まさに、入江の速記録閲覧に関する
森の指摘を根拠とするものである32)。
古関は、このように述べたうえで、「小委員会議事録の秘密扱いといい、
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なにかそこには政府の条解釈や憲法改正を押し通すための、底知れない
巨大な政治力が働いていたと推測せざるを得ない」33)としており、議院運
営委員会の保守的な対応を隠蔽工作であるかに受け取って批判している34)。
このような古関の主張は、森の問題提起とあわせて、その後の報道や研
究にもかなりの影響を与えており、現在では、芦田修正の「真相」の検証
を試みる論攷のなかにも、これらの議論にしたがって、小委員会速記録の
公開経緯を解説するものが少なくない35)。
しかし、筆者の見るところでは、このような捉え方は、いずれも正確な
事実認識とはいえないものと思われる。以下では、そのように考える理由
を、具体的な根拠を示しつつ、論じていくこととしよう。
第節 小委員会速記録の検証
 小委員会の構成委員
本節では、実際の速記録を参照しつつ議論を進めるため、ここではまず
小委員会の構成委員を確認しておきたい。小委員会が全14名で構成された
ことは既に触れたが、その顔ぶれを確認しておくと、日本自由党から芦田
均・高橋泰雄・廿日出彪・江藤夏雄・北昤吉の名、日本進歩党から犬養
健・原夫次郎・吉田安の名、日本社会党から鈴木義男・森戸辰男・西尾
末広の名、協同民主党から林平馬、新政会から大島多蔵、無所属倶楽部
から笠井重治がそれぞれ参加している。
小委員会には、原則として政府側は出席しなかったが、上記委員に加え
て、非公式に「立法技術上の補助員」として法制局次長（当時）の佐藤達
夫が、「事務上の補助員」として法制局参事官（当時）の佐藤功・渡辺佳
英の両名が出席しており36)、この他に、政府見解を質す必要の生じた際に
は、金森徳次郎国務大臣および木村篤太郎司法大臣らも出席した。また、
法制局長官（当時）の入江俊郎も「特殊な場合」にのみ出席しており37)、
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衆議院書記官で委員課長・秘書課長（当時）の鈴木隆夫も「委員会掛」38)
として出席している39)。なお、小委員会は衆議院階の第委員室で開か
れ、速記者は名であったという40)。
 秘密会の決定
佐藤達夫によれば、小委員会は「すべて秘密懇談会の形で進められ」41)
たといい、また、佐藤功も同様の証言を残している42)。これらを裏づける
ように、実際に公開された速記録には、月25日の第回小委員会の冒頭
において、小委員長の芦田による次のような発言が見受けられる。
尚ホ小委員会ニハ速記ハ付ケマスガ、差当リ懇談的ニ議事ヲ進メタイ
ト思ヒマスカラ、通信記者ノ入場及ビ議員各位ノ傍聴ハ、小委員会デ
追ツテ決定スルマデ御遠慮願フコトニ致シタイト思ヒマス、御諒承ヲ
願ヒマス、尚ホ傍聴ヲ許サナイ議事ノ経過ニ付テハ、小委員会ヨリ定
期ニ「コミュニケ」ニ類スルモノヲ発表スルコトニ致シタイト思ヒマ
ス、其ノ担任等ニ付テハ追ツテ御打合セヲ致シマス──傍聴ヲ許サナ
イ議事ノ経過ニ付テハ、委員諸君ノ御意見ニ依ツテ、毎日定期ニ委員
長ヨリ簡単ナ公表文ヲ通信社ニ発表スルコトニ決定致シマシタ43)
この発言からも分かるように、小委員会は、非公開の審議として始まっ
たことは疑いがない44)。もっとも、芦田が「追ツテ決定スルマデ」とも述
べている点には、若干の注意が必要であろう。というのも、1996年に公開
されたその他の帝国議会秘密会議事速記録では、その多くが「秘密会」と
いう言葉を用いて開会を宣言しており、それ以外の例にも、速記録の冒頭
には「秘密会ニ入ル」といった記録が見られるからである45)。
これに対して、本小委員会では、非公開を宣言してはいるものの、「秘
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密会」という言葉自体は用いておらず、当初は小委員会における一切の審
議を非公開とすることまでは決定していないようにも見受けられる。また、
傍聴を許さない議事経過については、他の委員の意見を受けて、小委員長
の芦田自身が「簡単ナ公表文ヲ通信社ニ発表スルコトニ決定」したと述べ
ているように、すべてを秘密にすることも想定されていない。
もっとも、傍聴の可否についてはこれ以降改めて言及されることはない
が、委員を務めた大島は、後年、「秘密会だったため出入りのチェックも
きびしかった」46)との証言を残しており、ここからは、小委員会の審議は、
少なくとも事
・
実
・
に
・
お
・
い
・
て
・
、そのすべてが秘密懇談会として行われたことが
確認できるだろう。
 秘密会の扱いに関する議論
ここで考えなければならないのは、「議事内容を新聞発表することは、
秘密会であれば許されないことであるにもかかわらず、これを行うことと
している」という森の指摘である。
しかし、芦田は「議事ノ経
・
過
・
」という言葉を用いており、審議内容自体
を公表するとは述べていない点が注目される。実際に、速記録をつぶさに
確認してみると、各委員は審議内容が外部に漏れることについて、極めて
否定的な発言をしていることが分かる。
例えば、第回小委員会の終了後、芦田は早速にコミュニケを発表して
いるが、その際に来た新聞記者に対して各党の修正案について説明を加え
たため、翌日の新聞には審議内容に関するかのような記述が見られること
となった47)。このことから、同日開催の第回小委員会では冒頭から、
「議事進行」に関する鈴木義男の次のような発言が見られる。
私ガ今申シマスルノハ、非公開デ、委員長「コミュニケ」ヲ除イテハ
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結論ニ達スルマデハ公表シナイコトニ約束シタ会議ノ内容ヲ逸早ク公
表シタコトハ甚ダ遺憾デアルト云フコトデアリマス、他ノ其ノ時々ノ
政府ノ政策ニ関スル個別的ナ議案ト異リマシテ、憲法改正ノ如キハ最
モ重大ナ問題デアリマス、昨日開会ノ劈頭ニ於テ、各委員カラ、党派
的感情ヲ超越シテ和衷協同シテヤツテ行カウト云フ申合セガアツタノ
デアリマスガ、開会劈頭ニソレヲ破ルヤウナ事実ガ現ハレタト云フコ
トハ甚ダ遺憾トスル所デアリマス、此ノ点ニ付テ委員長ノ警告ヲ望ミ
マスルト共ニ、委員会トシテ決意ヲ新タニサレタイト云フコトヲ希望
致スノデアリマス48)
この発言に対しては、北昤吉、吉田安の各委員からも同感である旨の発
言があり、特に北は、「私ニ関スル限リ、小委員会デドウ云フ御話ガアツ
タカト云フコトヲ二、三ノ新聞記者ガ聴キニ来マシタカラ、委
・
員
・
長
・
報
・
告
・
以
・
外
・
絶
・
対
・
語
・
ラ
・
ナ
・
イ
・
コ
・
ト
・
ニ
・
シ
・
タ
・
カ
・
ラ
・
、語
・
レ
・
マ
・
セ
・
ヌ
・
、斯ウ言ツタ」49)と述べてお
り、審議内容を外に漏らさないように注意している。
また、芦田も、このような批判を受けて、「茲ニ出シタ程度ノ修正案、
之ヲドウ直ストカ、委員会デドウ云フ議論ガアツタト云フコトハ、是ハ無
論委員会ノ内容ニナルシ、私モ話モセズ、スルコトハ宜シクナイト思ヒマ
ス」50)と答えている。
以上の議論からは、委員らが、芦田の発表するコミュニケは議事内容を
外に公表する趣旨のものだとは捉えていないことが分かる。また、芦田は、
第回の小委員会以降、たびたび発表文を審議の最後に委員らに相談のう
えで決定しているが、これらはいずれも数行程度の極めて簡潔なものにと
どまるものであった51)。したがって、先に見た森の指摘は、当を得たもの
とはいえないであろう。
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 秘密会とされた理由
ところで、小委員会は、なぜ秘密会とされたのだろうか。佐藤功によれ
ば、小委員会が秘密会であったのは、「各政党が忌憚なく意見を述べあう
ためだが、司令部との関係もあった。憲法は表向き日本政府が自主的につ
くったということで、GHQの関与は伏せられていた。審議では GHQに
触れざるをえなかったから、公開できなかった」52)という。
もっとも、修正案の検討の際に、「各政党が忌憚なく意見を述べあう」
だけであれば、その内容は必ずしも実質秘には当たらないはずであり、あ
えて秘密会とするだけの積極的理由とは考えにくい。ここでもやはり速記
録を確認してみれば、第回小委員会の席上では、北昤吉の次のような発
言が見られる。
殊ニ小委員会ノ秘密ヲ要スルコトハ、此ノ憲法ト連合国ノ意向ナドノ
問題ニ触レル時ニハ、公開シニクイ場合ガアル、サウ云フ場合ニハ秘
密ニスル必要ガアル、憲法ヲ審議スル用意トシテハ、敗戦国トシテ日
本ヲ建直スノ必要ト云フコトガ勿論第一義ニ置カレネバナラヌガ、憲
法ノ文章マデモ翻訳的ニ日本文ラシカラザルモノヲ残シテ置クト将来
恥ニナル53)
この発言は、政府の憲法改正案が GHQの原案を下敷きにしている事実
を、委員らが認識していたことを推測させる54)。また、鈴木義男も、第
回小委員会において、「此ノ小委員会ノ議事ヲ非公開トセシハ、議事ノ重
要性ト「デリケート」ノコトニ鑑ミテ、或ル段階ニ達シテ外部ニ発表スル
コトガ出来ルヤウニナルマデハオ互ヒニ慎重且ツ「デリケート」ニ取扱フ
ト云フ為デアツタト理解シテ居ルノデアリマス」55)と述べている。
以上のことから、小委員会が秘密会とされたのは、審議では GHQの関
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与に触れざるをえなかったという事情が主たる要因であったと考えられる。
実際に速記録からは、公開の委員会ではなされなかった「GHQの憲法制
定への関与」を示唆する言及がしばしば見られる56)。これらの発言は、日
本政府が自主的に改正案を作成したとする表向きの議論とは相容れないも
のであり、後述するように、GHQ に提出されていた英訳速記録では、
GHQの関与を示唆する発言は削除された。
第節 秘密会の法令上の根拠
 関係法規等の確認
ここまで芦田小委員会が秘密会であった事実、そして秘密会とされた理
由を確認してきたが、小委員会はいかなる根拠に基づいて秘密会とされた
のだろうか。また、速記録の扱いについては、どのような決定があったの
だろうか。
既に見たように、森および古関は、小委員会が正式な秘密会であったこ
とに対する疑問として、秘密会開会が法定の手続にしたがっていないこと
を指摘していたが、これは旧議院法を根拠とするものと考えられる57)。し
たがって、ここではまず議院法の関係規定を確認しておくこととしたい。
議院法は、第章に「秘密会議」の規定を置いており、それは次の箇条
であった。
第37条 各議院ノ会議ハ左ノ場合ニ於テ公開ヲ停ムルコトヲ得
一 議長又ハ議員10人以上の発議ニ由リ議院之ヲ可決シタルトキ
二 政府ヨリ要求ヲ受ケタルトキ
第38条 議長又ハ議員10人以上ヨリ秘密会議ヲ発議シタルトキハ議長
ハ直ニ傍聴人ヲ退去セシメ討論ヲ用ヰスシテ可否ノ決ヲ取ルヘシ
第39条 秘密会議ハ刊行スルコトヲ許サス
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これらの規定によれば、秘密会の決定には、「議院による可決」または
「政府の要求」という厳格な手続が必要とされており、芦田小委員会は確
かに議院法の定める所定の手続にしたがっていないかに見える。
もっとも、ここで注意しなければならないのは、議院法は単に「各議院
ノ会議」について規定をするのみで、委員会の秘密会とその速記録の扱い
については、議院法にも旧衆議院規則にも明文の定めがなかった点である。
実際に、衆議院委員会の秘密会は、衆議院委員会先例によって、本会議の
例に準ずる扱いがなされており、小委員会の秘密会決定も先例に基づいて
なされたものであった58)。該当する先例は、次のとおりである。
92 秘密会ハ委員長必要ト認メタルトキ又ハ委員会ノ決議ニ依リ之ヲ開ク
委員会ハ議員ノ外傍聴ヲ禁スルハ議院法第23条ノ定ムル所ナルモ第
回議会以来新聞通信記者ハ通信事務ニ従事スル為委員会出入ヲ認メラ
ルルノ先例ナリ而シテ必要アルトキハ委員会ヲ秘密会ト為シ新聞通信
記者ノ入場ヲ許ササルモノトス
委員会ノ秘密会ニ関シテハ議院法第37条ノ如キ規定ナキモ政府ノ要求
アリタル場合等ニ於テ委員長必要ト認メタルトキ又ハ委員会ノ決議ニ
依リ之ヲ開ク尚第回議会明治28年月21日ノ予算委員会ニ於テ政府
ヨリ秘密会ノ要求ヲ為セルモ委員会ハ之ヲ容レサリキ
98 秘密会ニ速記ヲ附シタルトキハ之ヲ密封シテ保存ス
秘密会ニ速記ヲ附シタル場合ニ於テハ本会議ノ例ニ準シ之ヲ印刷配付
セス密封シテ保存ス59)
議院法と委員会先例の相違点として注目されるのは、長の判断により秘
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密会が必要とされる場合、議院法では、議長の要求であっても各議院によ
る可決手続を必要としているのに対して、委員会先例では、委員長の判断
のみで秘密会が開けるという点である。
既に確認したように、芦田小委員会は、小委員長である芦田の判断によ
って非公開とすることが宣言されており、このことから、旧憲法下の先例
にしたがった正式の秘密会であるといえるであろう。なお、小委員長報告
については、次のような先例が見られる。
233 小委員会ニ於ケル経過及結果ハ委員会ニ於テ小委員長口頭ヲ以テ
之ヲ報告ス
小委員（分科ノ小委員）ニ於テ付託事件ノ審査ヲ終了シタルトキハ別
ニ報告書ヲ提出セサルモ小委員長ヨリ委員会（分科会）ニ其ノ経過及
結果ヲ口頭ヲ以テ報告スルヲ例トス但シ小委員ノ中ヨリ特ニ報告委員
ヲ選定シ其ノ報告ヲ為サシメタルコトアリ60)
ここに見られるように、小委員会での経過および結果は、先例上、委員
会で報告がなされることになっていた。このことをあわせ考えると、小委
員長の芦田がコミュニケを出し、特別委員会において報告をしていること
をもって、芦田小委員会が秘密会でなかったことの根拠とするのは妥当と
はいえないであろう。
 速記録密封保存の事実
ところで、森が指摘するように、小委員会では第回冒頭に「非公開」
に関する言及があるのみで、それ以降の審議を見ても、速記録の秘密扱い
を決定するやりとりは見られないし、これに関連する客観的な根拠がこれ
まで示されてこなかったこともまた事実である。しかしながら、決定のや
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りとりが見られないことは、ただちに秘密指定がなかったことを意味する
ものでないこともまた確かであろう。
この問題に関しては、なお不明な点が残るものの、芦田は、公の場にお
いて、「この小委員会は、最初に、この委員会は秘密会として速記録を公
表しないことをきめました」61)と証言しており、佐藤達夫も「速記録は印
刷されないままで衆議院事務局に保管されている」62)とした。また鈴木隆
夫も、衆議院事務総長当時、「小委員会は旧憲法下の法規のもとに秘密会
とされ、その秘密会議の記録は、当時はもちろん、今日にいたるまで全然
公表されていない」63)としており、小委員長、政府側担当者、議院事務局
のそれぞれの立場にあった者が、いずれも同様の見方をとっていることが
分かる。このことから、決定が実際にいつの時点でなされたかという疑問
は残るものの、先例にしたがって小委員会速記録を密封保存することが決
定されたことは、ほぼ間違いのない事実であるといってよい。
 「例外」としての入江の閲覧
以上の検討から、小委員会の秘密会決定および速記録の密封保存決定は、
衆議院委員会先例に基づくものであったことが確認できた。
帝国議会において議院先例が重要な意味をもったことは、第二次大戦中
を通して衆議院書記官長（1938〜1945年）を務めた大木操の証言からもう
かがうことができる。戦争末期に陸海両相や軍部当局から戦況の真相を確
認するため、本会議や予算委員会を秘密会とした際、証拠に残る速記を付
けることに強い難色を示した軍部に対して、大木は、「その当時の衆議院
先例として、どの秘密会でもすべて速記を付ける例になっていることを力
説し、あくまで先例遵守を強調した」といい、「同時に念のため秘密会の
速記原稿の取り扱いについても説明を加え、原文は反文［…］のうえ時の
議長が厳重に密封保管し、そ
・
の
・
許
・
可
・
が
・
無
・
け
・
れ
・
ば
・
何人といえども一切閲覧不
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可能の定めであるから、絶対に外部漏洩のおそれなしということを軍部側
にもよく理解してもらった」64)という。また、大木は、終戦直後の1945年
月17日に、戦時中の本会議と委員会の秘密会速記録を全部焼却するよう
にとの陸軍省軍務局の要請に対して、「即座に断乎不同意」65)の判断を下
しており、厳封保管という先例遵守の姿勢を貫いている66)。
このような前提からすると、前出の入江俊郎による速記録閲覧の事実は、
どのように評価されるべきであろうか。ここで確認しておくべき点として
は、①秘密会速記録は議長が厳重に密封保管し、その許可がなければ一切
閲覧不可能であること、②入江が速記録を閲覧した1949年から1950年当時
は、憲法制定過程にも深く携わった幣原喜重郎が衆議院議長を務めていた
こと、③速記録閲覧時の入江は、衆議院法制局長という議院内の要職にあ
り、自らの口述報告の際にもその事実を敢えて証言していること、④入江
自身が後に占領体制研究会における報告内容を修正し、速記録閲覧の事実
を隠そうとしていたことが挙げられるだろう。
以上の諸点からすれば、入江による速記録閲覧の事実は、小委員会速記
録が当時公開状態にあったことを意味するものではなく、「例外中の例
外」67)であったとの評価が妥当するものと考えられる。
第節 占領下の秘密会の限界
 GHQへの小委員会審議の報告
小委員会速記録が当初から密封保存の対象であった事実は、少なくとも
国内的には審議内容の秘密が確保されることから、小委員会に対する制約
は存在せず、そこでの審議は自由で忌憚のないものであったという一定の
推測を可能とする。しかし、連合国による占領下という性質上、小委員会
の審議の「秘密」は完全なものではなく、その審議内容は要録として翻訳
され、逐一 GHQに報告されることとなっていた。以下では、この経緯を
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具体的に見ていくこととしよう。
佐藤達夫によれば、「占領中少なくとも1945年11月以後においては、す
べての法律案および勅令案（政令案）について総司令部への報告を必要と
した。1946年月から、さらにそれが厳重になって、法律案については、
要綱の段階において総司令部に連絡し、先方の承認をえてはじめて議会
（国会）に提出する扱いとなった」68)のであり、このような手続は、憲法
においても例外ではなかった。
法令等に関する GHQとの連絡関係を定めたのは、1945年10月22日付の
GHQ 民政局による覚書「Proceedings of the Diet」（AG 601）69)である。
これを受けて、終戦連絡中央事務局は、立法手続等の報告手順
「Procedure for making Reports regarding the Legislative Process」を作
成し、同年11月日付の「議会ニ於ケル立法手続等報告ニ関スル件」
（CLO第454号）として GHQに回答を行っており、報告は終戦連絡中央
事務局により、各法律案ごとに、（a）法律案原案、（b）議事経過、（c）
公布された法律の三段階に分けて行うこことされた70)。なお、法令等の報
告に関する GHQからの文書はこれだけであるとされ71)、事前報告・事前
審査・承認という厳重な形式への変化は、すべて GHQからの口頭による
非公式な指示によるものであったと考えられている72)。
終戦連絡中央事務局（以下、「終連」と略記）とは、連合国側の要請に
基づき、GHQと日本政府との間の連絡をつけるために73)、1946年月26
日の官制（昭和20年・勅令496号）により、外務省外局として設置された
政府機関である74)。同局は、「連合軍最高司令部と直接折衝に当る唯一の
政府機関で、連合軍の給養、ポツダム宣言に規定された諸事項の履行につ
いての打合せ、その他万般にわたり連合軍司令部の要求条項をわが所轄官
庁に伝達し、その実現方につき先方に対し責任をとる立場にあるもの」75)
と位置づけられたため、各庁の事務当局と GHQとの折衝は、すべて終連
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を通ずることとされ、各庁係官が直接交渉する場合も、連絡官が通訳とし
て同行し、これに立ち会うこととされた76)。そして、終連による GHQと
の折衝は、小委員会の審議期間中も続き、審議内容の報告も終連を通じて
行われた。
 報告書提出の実態
帝国議会時代は、三読会制が採られ本会議中心であった。このため、
GHQからは本会議について48時間以内に議事速記録の翻訳提出が命じら
れており、委員会についても、要領筆記の翻訳が議院事務局の渉外課から
提出されていたという77)。また、これらの例と同様に、小委員会の審議は、
英訳の上で逐一、終連を通じて GHQへと提出されていた。
GHQへの小委員会審議の報告の実態については、終連連絡官として実
際に報告を担当していた島静一による証言が残されている。島は、1946年
月に東京の終連へ配属されると、芦田小委員会の審議が大詰めを迎えた
段階から、「憲法論議を GHQ に報告する役目」を申しつけられたとい
う78)。
島によれば、小委員会の審議要録の提出は、まず佐藤達夫や入江俊郎ら
が各回の要点を日本語でまとめ、このメモを議事堂内の拓務省政府委員室
に控えた翻訳班が夜半までかけて英訳し、島が訳文を点検したうえでタイ
ピストが報告書を作成すると、GHQの仕事が始まる翌朝午前時までに
日比谷の第一生命相互ビルへ車で届けるという形で行われた79)。また、届
けられた報告書は、「午前中の早いうちに GHQ内を回り、マッカーサー
司令官も一番に目を通していた」とされ、報告書を読んだ GHQの担当官
からの内容に関する問い合わせが直接電話で入ってくると、島自身が質問
にも答えたという80)。
このとき提出された英訳要録は、「REPORT ON PROCEEDINGS OF
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90TH DIET SESSION」（RPD No.4-24〜No.4-36）という標題の文書で
あると考えられるが、同報告は各回〜枚程度の簡潔な内容であった81)。
なお、森は、本報告書が小委員会審議中に公式に GHQに届いていた唯一
の文書であると推測しているが82)、佐藤功は、これとは別に、自らが作成
したメモの要録を金森および入江に提出したほか、毎日、GHQに提出し
ていたという83)。
 小委員会速記録の提出要求
この他にも、日本国憲法施行後の1948年月には、GHQから改めて速
記録全文を英訳して提出するように指示があり、「カ月がかりで英
訳」84)したうえで提出されている。
1948年当時、翻訳課長心得として速記録の翻訳に携わった滝口紀男によ
れば、「衆院事務総長〔大池眞か〕に突然呼ばれ、『マッカーサーが議事録
を読みたいと言っている。秘密会議録だが、マッカーサーの命令では仕方
がない。課内にも内証で、急いで訳してくれ』と言われた」85)という。
このとき提出された英訳速記録は、「Constitution Hearings: House of
Representatives - Sub-Committee（English）」86)という標題で、ワシン
トンの合衆国国立公文書館に所蔵されており、森が翻訳・出版した資料が
これである。
なお、英訳速記録の提出を指示する GHQの覚書等は確認できていない
が、日本側の記録として、1948年月日の終戦連絡中央事務局の「中央
連調半月報第号」には、次のような記述が見られる。
第六、第二部政治課関係
一、枢密院憲法草案議事録提出要求の件
月18日 GHQ、GSの要求により月10日迄に枢密院憲法草案議
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事録（日英両文）提出要求があった。なほ国会事務当局に対して
も参衆両院憲法改正委員会の議事録につき同様の要求が行はれて
ゐる。87)
また、佐藤達夫の記録によれば、これに先立つ同年月より、GHQ 民
政局次長のチャールズ・ケイディス（Charles L. Kades）から、「新憲法
成立に至るまでの各種草案日英部あて司令部に提出すべきことを要請」
されていたといい、日本側は新たに英訳を作成するなどしてこれに対応し
ている88)。
ここで注目されるのは、1948年の速記録提出要求は、小委員会の審議だ
けが対象となっていたわけではない点であろう。佐藤功は、後年になって
の小委員会速記録の英訳提出命令について、「米国が日本の占領政策の記
録をまとめるために出させたのではないか」89)としているが、このような
推測は、民政局による対日占領公式記録『日本の政治的再編成』90)が1949
年に出版されたこととも整合的である。したがって、各種草案や速記録は、
基本的に、占領記録の執筆のための参考資料として提出を求められたと考
えられる。
以上の検討から、小委員会審議の GHQへの報告は、少なくとも、①島
が終連経由で提出した報告書、②佐藤功自身が提出したとする要録、③
1948年に提出された英訳速記録という複数の形式で行われたことが分かる。
もっとも、小委員会の審議当時に GHQへ提出されたものは①および②の
みであり、憲法制定当時に速記録の全訳が提出されていたかのような記述
は正しくない91)。
 小委員会審議に対する制約
これらの GHQへの報告を意識してのものか、小委員会の速記録には、
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秘密会でありながら、委員長である芦田の職権による回の速記中止が見
られる92)。
佐藤功によれば、当時、日本政府と GHQとの折衝に関することは秘密
とされており93)、このため速記中止部分は、いずれも GHQ関係の話であ
ったという。例えば、協同民主党の林平馬は、第回小委員会の席上で、
草案前文の「国民主権」のくだりの削除を求めているが94)、速記の中止後、
芦田により、「司令部から国民主権を明記するよう申し入れがきており、
削除は論外だという説明があった」95)とされる。
また、同じく第回小委員会では、林が戦争放棄を第条から前文に移
すことを提案しているが、これに対し芦田は、「ソレハ非常ニ困難ナ理由
ガアルノデス」96)と前置きした上で速記を中止している。入江の証言によ
れば、芦田はこの際、「前文は英文として一字も変更を許さないと司令部
で言つているから、日本語だけを変更するならいいが、英文にも響く修正
はできないようであると述べて、林氏の了承を求め」97)たという98)。
さらに大島も、速記の中止があったのは GHQへの報告があったからだ
との証言を残しており、「各議員がホンネを述べたときは大半速記
中止」99)だったとする。ここからは、秘密会であった小委員会の審議と
いえども、当然に GHQの眼を意識したものであったことがうかがわれる。
なお、芦田は、GHQに対する審議の報告について、「報告を出すのは衆
議院議長が責任をもつてやる仕事であつて、委員会としては、詳細な報告
が出ておるとしても、内容までは一度も調べたこともなし、聞いたことも
ありません」100)と述べており、委員らが当時、具体的な報告内容を知ら
なかったことを示唆している。
もっとも、芦田自身は、委員長という立場上、小委員会の開会期間中も、
民政局のジャスティン・ウィリアムス（Justin Williams）と直接面会して
談合をしているほか（月25日、月日）、終連の連絡官や政府関係者
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らとも面会し GHQとの折衝内容について何度も確認を重ねており（月
日、日、日、15日、19日）、日本政府・GHQ間のやり取りを委員会
のなかで誰よりも詳しく知る立場にあった101)。その意味で、小委員会に
おける芦田の発言の慎重さは、当然に、他の委員らのそれとは大きく異な
るものであったと考えるべきであろう102)。
また、同時期には、ケイディスを中心とする民政局メンバーと日本政府
関係者および終連連絡官も、頻繁に折衝を重ねていたことが分かる（月
26日、同29日、月日、同日、同15日）103)。すなわち、小委員会は
秘密会であったにもかかわらず、その審議の「秘密」は、殊に GHQに対
しては必ずしも担保されなかったのであり、ここに占領下の秘密会におけ
る自由な審議の限界があったことが指摘できる。
そして、小委員会が委員少数の秘密会であったがゆ
・
え
・
に
・
、「SCAP 職員
による直接・間接の隠密な圧迫には、とくに、もろかつた」104)とする評
価は、この意味において、正鵠を射たものであると思われる。
 「非公式懇談会」開催の事実
なお、あまり指摘されていないが、小委員会では速記録の残された正規
の13回の審議のほかにも、非公式の懇談会が開催されている。この事実は、
速記録中の発言からも確認することができ、例えば、芦田は、月13日の
第11回小委員会において、同月16日に予定された次回の小委員会前に「情
報トシテ申上ゲルコトガ起リマシタナラバ、或ハ非
・
公
・
式
・
ノ
・
懇
・
談
・
会
・
ヲ
・
又
・
開
・
ク
・
コトニ取計ラハウト思ヒマス」105)と述べており、これ以前にも非公式の
懇談会があったことがうかがわれる。このような非公式懇談会は、確認で
きる限りで、月17日、19日に開催されており106)、また、正規の小委員
会の開会前の時間帯に設けられた可能性も考えられる107)。
このほかにも、第回小委員会では、進歩党委員が都合により途中退席
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したことを受けて、速記を止めた休憩中にも懇談を続け、実質的な意見交
換を行っている様子がうかがえる108)。また、第回小委員会冒頭には、
芦田が、「今朝来早ク此ノ席ニ来ラレタ委員諸君ト相談ヲシタ結果、斯ウ
云フ文字ニシタラドウカト云フ試案ガ一ツ出テ居ルノデスガ、ソレヲ御協
議ヲ願ヒマス」109)と述べ、第条の修正案を示してもいる。これらのこ
とから、委員らは全員が揃わない場合であっても、公式の小委員会の審議
時間外に議論を行っていることが分かる110)。
なお、佐藤達夫は、小委員会の経過を記したメモにおいて、月19日の
懇談会を13回目の小委員会に数えており、そこに「速記ナシ」との書込み
を残している111)。このため、佐藤は、小委員会の回数を「全14回」とし
ていた112)。
以上の諸点は、委員らが、公式の小委員会以外の場においても議論や意
見交換を行っていたことを示すものであり、小委員会の審議は、このよう
な事実を前提に読み解く必要があるだろう。
 小 括
第章では、芦田小委員会の位置づけを確認してきたが、以上の検証か
ら、次のことを指摘できるであろう。
第一に、芦田小委員会が正式な秘密会として開催された事実を、速記録
や関係証言等によって裏づけるとともに、秘密会の根拠としての帝国議会
衆議院委員会先例を確認した。また、小委員会速記録についても、委員会
先例に基づき密封保存の決定がなされたこと、そして現行憲法下でも同先
例が維持されたことから、「密封保存」の扱いが維持されていたことを確
認した。
第二に、芦田小委員会は秘密会であったことから、審議内容の秘密は対
国内的には担保されたが、GHQに対しては審議内容が逐一報告されてい
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たため、秘密は必ずしも担保されておらず、また、秘密会ゆえの GHQに
よる圧力があったことを指摘し、ここに小委員会での自由な審議に対する
実質的な制約があったことを確認した。
続く第章では、このような検証結果を踏まえたうえで、速記録の公開
経緯を明らかにしていくこととしたい。
第章 秘密会議事速記録の公開経緯
第節 速記録公開要求の始まり
 小委員会審議への関心の高まり
小委員会速記録は、帝国憲法下の正規の秘密会議事速記録として、他の
秘密会の記録とともに、戦後も引き続き、衆議院事務局の「記録部の金庫
に密封保存」113)されていた。したがって、入江の閲覧という「例外」は
あったものの、公開以前は、小委員会の審議に参加した元委員でさえ閲覧
することはできなかった114)。
ところで、小委員会速記録は、どのような理由で、そして、いつごろか
ら注目を集めるようになったのであろうか。筆者の結論を述べれば、速記
録に対する関心の高まりは、「芦田修正」に基づく自衛戦力合憲論が芦田
自身によって明確に主張されるようになった1950年代以降のことであった
と考えられる115)。
例えば、芦田は、1951年月14日の毎日新聞紙上において、「第条の
第項の冒頭に『前項の目的を達するため』という文句をそう入したのは、
私の提案した修正であって、これは両院でもそのまま採用された。従って
戦力を保持しないというのは絶対的ではなく、侵略戦争の場合に限る趣旨
である」116)とする議論を展開したが、これに対して、金森は、同月19日
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の朝日新聞に「兵力保持には改正が必要」とする反論を即座に掲載してお
り117)、ここからは芦田が展開した主張のインパクトの強さがうかがえる。
また、芦田は、1956年月31日の東京新聞寄稿のエッセイにおいて、第
条案に対する「自衛戦力合憲化」の修正意図を述べつつ、次のように記
していた。
私は月27日に第条の修正案を小委員会に提出した。これは秘密会
であつたから速記録は公刊されてない。しかし国会に密封して保管し
てある速記録には全部記録されているはずである。そ
・
の
・
際
・
私
・
は
・
修
・
正
・
の
・
理
・
由
・
に
・
つ
・
い
・
て
・
な
・
ん
・
ら
・
の
・
説
・
明
・
を
・
も
・
行
・
わ
・
ず
・
、ま
・
た
・
自
・
分
・
の
・
意
・
中
・
を
・
当
・
時
・
何
・
人
・
に
・
も
・
語
・
つ
・
た
・
こ
・
と
・
は
・
な
・
か
・
つ
・
た
・
。118)
なお、修正意図を明らかにしなかったとする芦田の証言は、これ以前の
初期のエッセイにも確認することができる119)。このことから分かるのは、
芦田は、速記録によって自らの修正意図を裏づけようとしていたわけで
・
は
・
な
・
い
・
、という事実である120)。
 芦田による公開要求
それでは、速記録の公開要求は、いつごろから、誰によって始められた
のであろうか。ここでまず確認しておきたいことは、速記録の公開を最初
期から強く主張していたのは、ほかでもない芦田自身であったという事実
である。芦田による公開要求は、かなり早い時期から行われていた。例え
ば、1954年には既に、次のような証言を残している点が注目されよう。
私は林譲治君が衆議院議長であつた時代〔1951年月〜1952年月〕、
事務総長とともに、この憲法小委員会の速記録を公表して差支ない時
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代が来ておる。今後の日本国民の指導のためにも、また憲法の沿革を
知るためにも憲法小委員会（秘密会）の速記録を一日も早く発表する
ことが望ましいという話を持出しましたが、事務局側は容易に納得い
たしません。121)
このほかにも、芦田は、1957年月19日の憲法調査会第回総会におい
て、「何とか早く世の中に出したいということで、、年来いろいろ歴
代の議長等に話合いをした」122)との証言を残しており123)、とりわけ益谷
秀次衆議院議長には、繰り返し直接公開を働きかけていた（1955年月14
日、1957年10月29日）124)。
芦田が早くから速記録公開を要求していた事実は、当時の新聞報道によ
っても裏づけることができる125)。例えば、右派社会党の国会対策委員会
は1954年12月11日、速記録公開を衆議院に要求することを決定している
が126)、同党顧問（当時）の西尾末広は、「民主党の芦田均氏からわが党の
鈴木義男氏に話があったものである」127)として、このような動きが芦田
の働きかけによるものであったことを証言している128)。
このように、芦田は、もっとも早い時期から、極めて積極的に速記録の
公開要求を繰り返していたことが分かる。しかし、先にも見たように、芦
田は速記録に第条案に対する「自衛戦力合憲化」の修正意図が明示され
ているとしていたわけではなかった129)。
それでは、なぜ芦田は、速記録の公開を強く求めたのであろうか。その
ねらいは、当時の新聞報道にもあるように、「議事録公開により審議経過
が自由な立場で再び議論され、憲法改正論が改正への道をあゆむ強いうし
ろだてを得ること」130)にあったという見方が合理的であろう131)。
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 金森による公開要求
また、金森徳次郎も、早い時期から速記録の公開を主張していた一人で
ある。金森は、憲法制定当時の第次吉田内閣において憲法担当大臣を務
めていたこともあり、芦田が展開した自衛戦力合憲論に極めて否定的な態
度を示しており、このような立場から小委員会速記録の公開を迫っていた。
金森の証言としては、小委員会での芦田修正について言及した際に、1954
年月19日当時、速記録が秘密扱いであったことを述べている点が注目さ
れる。
しかしそこの議論を確かめることができるためには、小委員会には、
秘密会ではございましたけれども速記録がちやんと残つております。
その速記録を調べて行く段階におきまして、あるいはそのときにここ
をこうかえておけばちやんと自衛戦争のための戦力は持てるのだとい
う結論が出て来るかもしれません。当時小委員会に立ち会つておつた
人のいろいろな意見を聞きましたが、どうも私としては確かめること
ができません。その速記録は封鎖して保存せられておりますので、そ
れが出て来たらまた何かの問題に光を与えることになるかもしれませ
ん。132)
さらに金森は、1957年10月24日の朝日新聞に「秘密会の速記は見せるが
よい」という標題のエッセイを寄稿し、この中でも「憲法の生れて来た経
過については今日では内外の文献が随分手に入るようになったが、幸か不
幸かこの部分だけは思わせぶりに薄衣を着ているのである。その上、ある
議員が当時からかくかくの見解をもっていて発言をしたのだと言うルーマ
ーまで飛ぶ」133)として、明らかに芦田修正に関する議論を意識した一文
を載せているが、国会議員でなかったため、速記録は閲覧できていない。
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このように、小委員会速記録の公開要求は、1950年代初頭（遅くとも
1952年）という極めて早い時期から行われていたことが確認できた。しか
しながら、速記録の一般公開が決定されたのは、小委員会審議から49年後
の1995年月のことであった。
第節 速記録公開が遅れた原因
 秘密指定解除条件の不存在
小委員会速記録の公開は、なぜここまで遅れたのであろうか。その原因
は、次の三点に集約することができるだろう。第一に、帝国議会の議事速
記録に関する秘密指定の解除条件が存在しなかったことが指摘できる。帝
国議会における秘密会の記録は、そもそも将来的な公開を予定しておらず、
秘密会の解除条件については一切の規定が存在しなかった。
また、第回国会召集日前の1947年月16日の各派交渉会では、帝国議
会当時における先例の効力に関する協議が行われ、日本国憲法下の国会に
おいても、憲法・国会法の精神に違反しないものについては、なお効力を
有することが決定された134)。
そこで問題となるのが、帝国憲法・議院法下の秘密会および速記録に関
する先例の性質であるが、現行憲法・国会法の下での秘密会およびその会
議録の扱いについては、おおむね従来と同様の趣旨・内容であったことか
ら、先例の効力も維持されることとなった。このため、帝国議会の秘密会
速記録は、日本国憲法体制の確立後も一貫して秘密扱いとされてきたので
あった。
なお、このような根拠に基づく小委員会速記録の秘密扱いについて、佐
藤達夫は、1957年10月、「公開した方がよいとなれば、本会議の議決をも
って公開できると思う。この秘密議事録は旧憲法時代秘密とされたもので、
旧憲法が効力を失っているのだから、白紙の立場でこれを検討できるわけ
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で、公開させることは〔憲法〕57条になんら違反することにはならな
い。」135)という見解を表明しており、公開の可能性については肯定的であ
ったことがうかがえる。
 議院事務局の慎重姿勢
第二に、衆議院事務局の公開に対する慎重姿勢があったことが指摘でき
る。小委員会速記録の公開以前には、帝国議会の秘密会速記録の公開の前
例はなかった。したがって、公開決定がなされた場合には、秘密指定を受
けたすべての議事録等に影響を及ぼす可能性があったのであり、衆議院事
務局が一般公開に消極的な態度をとった背景には、このような問題があっ
たものと思われる。
事務局側の立場から最も強硬に速記録公開に反対したのは、第代衆議
院事務総長の鈴木隆夫であった。鈴木は、先に見たように、芦田小委員会
にも書記官として出席していたことから、その審議内容を知る者であった。
また、当時は事務総長として自らが速記録の密封保存を管理・維持する立
場にあったといえる。このこともあってか、鈴木は、1957年11月日付で、
「秘密会議の会議録の公開問題について」という標題の無記名論文を印刷
発行している136)。同論文は、憲法調査会による衆議院議長への速記録の
複写配布要請を踏まえたものであるが、執筆に取りかかった直接の切っ掛
けは、金森による前出のエッセイを読んだことであった137)。
鈴木が速記録公開に反対した理由は、おおむね二つであり、一つには、
現行法規の下では公開の道がないこと、そしてもう一つには、GHQへの
英訳提出時の速記録削除の実態が明るみにでれば日本の国際的信用にかか
わるということであった。なお、速記録公開に対する慎重姿勢は鈴木のみ
によるものではなく、衆議院事務局側はその後も、現行法規に反しない旧
憲法下の議院先例については、新旧一体のものとして観念すべきであると
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捉えており、そこでは、「法的安定性」が強く意識されていた138)。
 政党間の「党利党略」
第三に、与野党間のイデオロギー対立に基づく「党利党略」があったこ
とが指摘できる。この点を公開が遅れた「最大の理由」139)とする見解も
あるように、その対立が長きにわたり公開を阻んでいた大きな要因である
ことは否定できないだろう。
速記録の公開を求める大きな動きは、1950年代と1980年代の二度あった。
先にも見たように、まず1950年代には、社会党右派が速記録公開に積極的
であった事実が注目される。また、1955年には、社会党左派に属した飛鳥
田一雄衆議院議員も、衆議院内閣委員会において、「第90議会において行
われた憲法議事録のうち秘密となっているものを即刻公表せられるよう動
議を提出いたします」140)との答弁を行い、速記録公開を強く迫っている。
もっとも、社会党左派は、芦田・鈴木らによる公開要求を「憲法改正へ
の策動」であると見なし、「GHQの日本に対する新憲法強制の事実を明ら
かにすることにより、現在の憲法第条のもつ戦略を暴露し憲法改正賛成
論に世論をもってゆこうとするもの」141)だと批判して、公開要求に強く
反対した。これに加えて、衆議院事務局が「国際的信用」を理由に強い難
色を示したことから、このときは、現職の国会議員に限り閲覧が許可され
たのみであった（1956年月）。
また、1956年月に内閣に設置された憲法調査会が本格的に動き始める
と、調査会会長の名によって、再び公開要求がなされることとなる（1957
年10月）。この要求は、「公開を衆議院の院議としても法律的に不当ではな
い」142)との見解をとる自民党の支持を受けただけでなく、朝日新聞など
のマスメディアにおいても「憲法調査会の使命達成の必要にもとづいたも
のにほかならない」143)と肯定的に評価された。
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しかし、1955年に再統一を果たした日本社会党は、1957年12月の同党憲
法擁護特別委員会における協議の結果、「公開は法規上疑義があるとして
反対の態度」144)をとり、加えて前出の鈴木論文などもあったことから、
閲覧の許可対象者の範囲が広げられるにとどまった（1958年月）。
次に公開問題が再燃するのは、1980年代のことである。1980年11月27日
には、自由民主党憲法調査会主査であった森清より、福田一衆議院議長あ
てに、「帝国憲法改正案委員小委員会の議事録の公開についての上申書」
が提出された。
ところが、このときにも、社会党は、「国民に偏った情報を与えては誤
解を招く。国会の先輩議員が非常に慎重に取り扱ったのは理由があると考
える」145)として、公開に反対の姿勢を維持した。1981年月日には議
院運営委員会において協議が行われ、その後に行われた議会制度協議会の
非公式協議では、自民党および民社党が公開を要求したのに対し、社会党
は「56年とは異なり、「『押し付け憲法』論に利用される」と反対し、公
明・共産両党も「時期尚早」との立場」146)をとったことから、結局、公
開には至らなかった。
第節 公開に至るまでの諸段階
 国会議員への閲覧許可［1956年月］
このように、小委員会速記録公開への動きは遅々としたものであったが、
しかし着実に、段階を踏んで達成された（後掲【資料】を参照）。まず、
芦田や鈴木らを中心とする公開要求を受けて、1956年月には、国会議員
に限り閲覧が許可されることとなる。同月日、衆議院議院運営委員会に
おいて、椎熊三郎委員長の委員会への諮りにより、閲覧許可の決定がなさ
れると147)、続く同月10日には、次のような閲覧の条件が決定された。
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一、第90回帝国議会衆議院帝国憲法改正案（政府提出）委員小委員会
速記録の閲覧は、国会議員に限り、議長においてこれを許可する。
削除した速記録の閲覧もこれを許可する。
二、閲覧者は、速記録の複写、公表又は頒布等をしてはならない。
三、閲覧は、議長が指示する場所でこれをなすものとする。148)
この決定は、旧衆議院規則55条および現行衆議院規則57条を考慮して行
われたものであり、当時の事務総長であった鈴木隆夫によれば、「国会議
員に対する閲覧の許可は一般公衆に対するのとは異り、国会を構成する特
定人に対するものであるから、公表にはならないと考えられた」149)とい
う。なお、「削除した速記録」とは、GHQへの英訳提出時に行われたもの
を意味する（第章で詳述）。
また、同日の委員会では、鈴木事務総長により、次の項目からなる
「速記録の閲覧取扱いに関する事務的内規」が示され、決定されている。
一、第90回帝国議会衆議院帝国憲法改正案（政府提出）委員小委員会
速記録閲覧の取 扱については、昭和31年月日議院運営委員会
の決定に基きこれを行うこと。
二、閲覧の取扱責任者又はその代理者を予め定めること。
三、閲覧者〔名簿〕を作製し、閲覧者にその都度署名捺印を求めるこ
と。
四、閲覧は速記第一課内に限り、持出等を許さないこと。
五、取扱責任者又はその代理者は、閲覧に立会い、複写、損傷等のな
いよう特に留意すること。150)
この小委員会速記録の閲覧許可および閲覧手続については、その後、衆
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議院先例として扱われている151)。しかし、意外なことに、公式に閲覧が
許可されたにもかかわらず、速記録は必ずしも活発に利用されたわけでは
なかった。閲覧には立会人が必要とされ、メモをとることも禁じられるな
ど厳しい条件が付けられたためか、一般公開までの間に本速記録を閲覧し
た議員は「10人、計29回」152)しかなかったという153)。
 憲法調査会委員への閲覧許可［1958年月］
速記録の閲覧許可は、1958年には、内閣に設置された憲法調査会の委員
にも拡大された。憲法調査会は、「日本国憲法に検討を加え、関係諸問題
を調査審議し、その結果を内閣及び内閣を通じて国会に報告する」（憲法
調査会法条）ことを目的として、1956年月に設置された機関であり、
国会議員30人以内、学識経験者20人以内の計50人以内で組織されていた
（同条項）154)。そして、その調査活動を開始するにあたり、国会に
議席をもたない学識経験者を含めた委員らによる、公開の会議における速
記録の利用が問題となったのであった。
この問題については、1957年10月16日の憲法調査会第回総会冒頭にお
いて、英米法学者でもあった高柳賢三会長から、衆議院議長あての申入れ
の文書案が読み上げられ、承認されている155)。この決定を受け、同月19
日に、高柳会長、山崎巌副会長、武岡憲一事務局長の名から、益谷衆議
院議長に対し、調査会の審議の資料とするため、委員への複写・配布の方
法も含む速記録の公開要請の申入れが文書によって行われた156)。
しかし、衆議院事務局側は、①複写・配布は現行憲法57条の原則に反す
ること、②現存する関係者に迷惑を及ぼすことなどを理由に、公開できな
いとの見解を維持したことから、益谷議長も基本的にこれにしたがっ
た157)。このため、「当初、問題を簡単に考えていた国会議員も急に公開反
対を唱えるようになり、中には『閲覧』さえゆるすべきでないとの意見も
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出」たといい、膠着状態が約カ月間も続くこととなり、調査会委員のな
かには、「『閲覧』だけでやむをえない、とする妥協論」が出てきてい
た158)。
なお、憲法調査会は、運営委員会がその「実質的な意思決定機関」であ
り、「総会では、運営委員会の決定事項を了承するかたちで審議が進めら
れていた」という159)。例えば、1957年12月18日の第14回運営委員会の議
事録には、次のような議事内容が確認できる。
 山崎副会長から、秘密会議議事録の公開の件について、衆議運委
員長、鈴木事務総長と話し合ったところ、調査会の委員の議事録の閲
覧については、その部数をふやし、また、メモをとること、公開の席
上での引用発言を露骨でない限り認めるという程度で問題を解決した
らということで、話がしてあるが、社会党の意向もあるので、その結
果等もみて、明日の議運で正式にきめることになっている。芦田、清
瀬〔一郎〕両委員も、この程度でやむをえないという意向であったと
いう発言がなされた。160)
このような流れから、1958年月19日の憲法調査会第10回総会において
は、山崎副会長より、印刷配布が困難であることを踏まえて、閲覧の便宜
をはかるように働きかける旨の発言があり161)、これを受けて翌20日には、
山崎から、改めて閲覧についての便宜供与の要請が行われた162)。
憲法調査会委員への閲覧許可決定は、1958年月10日に行われた。まず、
益谷衆議院議長の諮問を受けた議院運営委員会が閲覧を許可する旨の答申
を行い163)、同日中に衆議院本会議において、「議員に閲覧を許可すると同
一の条件により、特に同委員に閲覧を許可」164)することが決定されてい
る。
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この決定に基づき、憲法調査会委員中の学識経験者165)についても、そ
の速記録の閲覧が可能になった。しかし、閲覧許可決定の日後の読売新
聞は、「閲覧希望のない憲法議事録」という記事を載せ、調査会が総選挙
後まで審議を休むことから学識経験者の閲覧申込みがないことを報道して
おり166)、ここからは、本件決定後も、学識経験者による速記録の積極的
な閲覧は必ずしも多くなかったことがうかがわれる。
 英訳速記録の発見［1975年月］と翻訳出版［1983年11月］
ここで、1995年の小委員会速記録の一般公開を取りあげる前に、GHQ
に提出された英訳速記録の発見とその翻訳出版についても言及しておくこ
ととしたい。
GHQに提出された英訳速記録は、後に、アメリカ合衆国の連邦法であ
る「情報の自由にかんする法律」（FOIA=Freedom of Information Act）
に基づいて公開され167)、それがサンケイ新聞米極秘文書特別取材班によ
って1975年月に発見されている168)。
サンケイ新聞は、同年月25日以降の紙上において特集を組み、全700
頁に及ぶ膨大な英訳速記録の一部を翻訳掲載しているほか、当時存命であ
った西尾末広・大島多蔵・森戸辰男・笠井重治ら元委員名にもインタヴ
ューを行っている。
また、この発見を受けて、自民党憲法調査会も速記録原本の公開を要求
すべきか否かの検討を始めている169)。自民党が党として当時速記録の公
開要求をしたという記録は確認できないが、1980年11月に同党の森清が公
開を求める上申書を提出したのは、この流れのなかに位置づけられるもの
であろう。
森上申書は、翌年月の議院運営委員会理事会において、さらに10月以
降の議会制度協議会においても協議されたが、「あえて公開しなくても、
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議員は閲覧出来るとの意見が多く、また、法規上、秘密会の解除規定がな
いので、相当な客観的理由があって各党の一致を要するのではないかとの
意見も出され」170)たため、採択されなかった。
しかし、他方で森は、1979年に米国立公文書館から国立国会図書館へ送
られてきていた英訳速記録の写し171)を入手し、西修・村川一郎らの協力
を得て独自に全文翻訳作業を進め、1983年11月末に出版している。これに
より、芦田小委員会の審議の内容は、重訳という限界はあるものの、基本
的には、国内的にも既に公表されてしまっており、もはやこれを秘匿し続
ける意義が薄れていた。その意味で、この英訳速記録の翻訳刊行は、速記
録の公開を促す一つの要因になったものと考えられる。
 一般公開の決定［1995年月］
小委員会速記録の一般公開決定は、1994年月に発足した自民・社会・
さきがけの連立政権である村山内閣の下で行われた。なお、1995年の速記
録公開決定は、社会党の方針転換が切っ掛けであったが、このような背景
には、村山内閣における「自衛隊合憲判断」172)があったとされる173)。ま
た、このとき衆議院事務局の強い反対が見られなかった背景には、参議院
が、「戦後50年」の節目に、衆議院に先行するかたちで帝国議会貴族院の
秘密会議事速記録の公開を決定した経緯があったものと思われる174)。
参議院は、1980年月の徳永正利議長の就任以降、「開かれた参議院」
を一つの指針としていたため、衆議院に先駆けての公開決定には、参議院
の独自性をアピールする狙いもあった175)。このような経緯から、貴族院
の秘密会議事速記録の公開にあたっては、参議院改革協議会小委員会が法
的問題を検討することとなり、1995年月15日の小委員会報告書において、
「貴族院と参議院との間に統治機構としての継続性はなく、秘密会議事速
記録の刊行を禁じていた議院法も廃止され公開を妨げる規定もない」176)
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との結論が示された177)。これを受けた参議院改革協議会は、同年月
日に報告書を了承し、これを協議会の答申とすると、翌日には、参議院
議院運営委員会において、小川仁一委員長の諮りにより、貴族院の秘密会
議事速記録の公開が正式に決定され178)、同月日に公開された179)。
衆議院における秘密会議事速記録の公開は、この参議院における公開決
定の流れによるもので、同月日の衆議院議会制度協議会において、芦田
小委員会の速記録だけでなく、帝国議会の秘密会議事速記録すべての公開
を検討するという形で始まっている。同日の協議会では、座長であり議院
運営委員会委員長の中村正三郎から、「戦後50年が経過し、国民にいろん
なことを知ってもらい、判断の材料としてほしい」180)との公開提案があ
り、それまで公開に慎重な立場にあった社会党が賛成の意向を示し、自民、
さきがけ、共産などの各会派もこれに賛成した。そして、同月15日の議会
制度協議会では、「国民への情報公開」の観点から協議がまとまり、翌16
日の議院運営委員会において、中村委員長の諮りにより、懲罰事犯の件を
除いた帝国議会衆議院秘密会議事速記録の公開が決定された181)。この衆
議院の秘密会議事速記録は、貴族院に比べて件数が多かったため、従来か
ら関心の高かった芦田小委員会速記録を1995年月29日に先行公開し、そ
れ以外のものは1996年12月日に公開された182)。
なお、衆議院の速記録公開決定は、参議院の例にならったためか、議院
運営委員会において行われただけで、かつて金森や佐藤らによって主張さ
れた院議に付されなかったが、この事実は注目に価するものであろう。
また、帝国議会の秘密会議事速記録を刊行する関係上、1995年当時は、
現行憲法下における国会の秘密会会議録についても公開を検討することが
予定されていたが183)、現在においても、その公開のための法的整備や両
院間の協議は進められていない184)。
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 小 括
第章では、芦田小委員会速記録を中心に、帝国議会の秘密会議事速記
録の公開経緯を検証したが、その内容をまとめれば、以下のとおりである。
第一に、小委員会の審議に対する関心が高まったのは、1950年代以降に
芦田によって展開された芦田修正に基づく自衛戦力合憲論によるものであ
ったと考えられる。
第二に、速記録の公開要求も、芦田自身によって始められたものである
との結論をえた。なお、金森らによる公開要求は、速記録によって自衛戦
力合憲解釈に対抗しようとするものと考えられるが、そもそも芦田は小委
員会では修正意図を明らかにしなかった旨を証言しており、芦田の公開要
求は、制憲過程の実態を国民に明らかにすることで独立後の自由な立場か
ら憲法を再検討させることに、その目的があったといえるだろう。
第三に、速記録公開が遅れた原因としては、①帝国議会の秘密会速記録
には解除条件がなかったこと、②議院事務局が消極的な態度をとったこと、
③公開の是非をめぐる政党間の「党利党略」があったことが挙げられる。
第四に、小委員会速記録の公開は、上述のとおり紆余曲折を経て実現し
たが、1995年の公開決定の背景には、①社会党の「自衛隊合憲論」への方
針転換があったこと、②参議院が衆議院に先行して貴族院の秘密会議事速
記録の公開を決定したことが挙げられる。
ところで、このように段階を経て小委員会速記録が公開されると、かつ
てから指摘があったように、後年になって GHQに提出された英訳には多
数の削除箇所があった事実が判明した。そこで第章では、この英訳速記
録における削除問題を取りあげ、削除の実態を明らかにするとともに、そ
の性質を考えてみることとしたい。
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憲法調査会法案（岸信介外60名提
出）の審査に際し、飛鳥田委員が
速記録公表問題につき質疑。
内閣委員会1956.2.23
第24回
（通常)
憲法調査会法案（清瀬一郎外名
提出）の審査に際し、飛鳥田一雄
委員が速記録の公表を求める動議
を提出したが否決された。
内閣委員会1955.7.28
第22回
（特別)
備 考事 項会議名年月日国会回次
第28回
（通常)
閲覧許可について文書をもって確
認し、閲覧取扱いに関する事務的
内規を決定。
議院運営委員会1956.5.10
国会議員に限り速記録の閲覧を許
可することに決定。
議院運営委員会1956.5.8
憲法調査会法案の審査に際し、社
会党から資料として速記録の提出
を要求。
参院内閣委員会1956.4.26
1981.6.5
1980年11月27日、森清か
ら衆院議長に対し、「帝国
憲法改正案委員小委員会
の議事録の公開について
の上申書」が提出される。
玉沢徳一郎理事から、森清上申書
について協議願いたい旨を提案。
議運委理事会1981.6.2
第94回
（通常)
議運委から議長に答申を行い、こ
れを受けて議長は本会議に諮り許
可する旨を決定。
本会議1958.4.10
第26回国会閉会後の1957
年10月19日、高柳賢三憲
法調査会会長から衆議院
議長に対し、速記録の複
写・公開の要請があった。
憲法調査会からの速記録の複写の
要請について、国会議員の閲覧と
同一条件で許可する旨を決定。
議院運営委員会1958.4.10
議会制度協議会1982.2.24
第96回
（通常)
各党が意見を述べた。議会制度協議会1981.11.25
公開せずとも議員は閲覧
可能との意見多数で、上
申書は不採択。
森上申書が取りあげられ、自民・
民社が賛成したが、野党は慎重論
が強く公開を持ち越した。
議会制度協議会1981.10.21第95回
（臨時)
議会制度協議会において協議する
ことになる。
議運委理事会
中村正三郎委員長の諮りにより、
懲罰事犯の件を除く帝国議会秘密
会速記録の公開を正式決定。
議院運営委員会1995.6.16
同月日、衆議院に先立
ち、参議院が貴族院秘密
会速記録を公開。
「国民への情報公開」の観点から、
各会派の賛成に基づき、公開の方
針で協議がまとまる。
議会制度協議会1995.6.15
第132回
（通常)
議会制度協議会において
協議することとなる（詳
細不明）。
「国会の秘密会会議録について、一
定年月経過後 閲覧及び複写を許
可する制度の創設に関する請 願」
（外口玉子紹介）が付託されたが
保留となる。
議院運営委員会1991.10.1
第121回
（臨時)
新議運委員長、新理事長選任後の
初めての協議会のため、事務総長
から経過の概略を説明。
同年月29 日、衆議院が
速記録公開。10月日、
活字版が公刊。
【資料】芦田小委員会速記録の公開問題に関する経過
＊ 衆議院事務局内部資料・新聞報道等を参照しつつ、筆者が作成した。なお、特に断りのないか
ぎり、「会議名」はいずれも衆議院のものを指す。
注）佐藤達夫（佐藤功補訂）『日本国憲法成立史 第四巻』（有斐閣、1992年）555頁。
）第90回帝国議会衆議院帝国憲法改正案委員会議録（速記）第21回（1946年月21
日）1-15［391-405］頁。
）近年の研究業績としては、小池聖一「史料紹介 森戸辰男関係文書のなかの日本
国憲法（）─芦田小委員会と森戸辰男─」広島大学文書館紀要10号（2008年）
61頁以下、同「森戸辰男からみた日本国憲法の制定過程──憲法研究会から芦田
小委員会までを中心に──」日本歴史728号（2009年）146頁以下、小林倫夫「日
本国憲法制定過程における憲法研究会と芦田小委員会の役割」大東法政論集19号
（2010年）117頁以下などがある。
）佐藤・前掲注（）713頁。
）小委員会速記録は、衆議院事務局編『第九十回帝国議会衆議院帝国憲法改正案委
員小委員会速記録』（衆栄会、1995年）として、活字翻刻の上で公刊された。以
下、本稿では同資料を『速記録』と略記する。
）今野彧男『国会運営の法理 衆議院事務局の視点から』（信山社、2010年）276頁。
）朝日新聞1995年月30日付朝刊によると、衆議院が保管していた帝国議会の秘密
会速記録は「本会議、委員会合計で約二百十数件、そのうち約百十件が懲罰事犯
関係」（頁）であるという。
）参議院事務局編『貴族院秘密会議事速記録集』（参友会、1995年）、および、衆議
院事務局編『帝国議会衆議院秘密会議事速記録集（一）・（二）』（衆栄会、1996
年）として、活字翻刻版が公刊されている。ただし、貴族院については、第89回
帝国議会における「敵ノ空襲及ビ敵ノ上陸作戦ニ関スル松村義一君ノ質疑」が、
戦後 GHQに接収されたままになっており、公開不能となっている（鈴木威男
「『貴族院秘密会議事速記録』の公開」立法と調査189号（1995年）80頁参照）。
また、衆議院についても、「秘密会が開かれ、速記録が作成された議事に関して、
何故か今回公表されなかったものがいくつかある」という（伊藤隆「『帝国議会
衆議院秘密議事速記録集』について」學燈94巻号（1997年）頁参照）。
9）芦田修正の評価をめぐる論攷は枚挙に暇がなく、ここではさしあたり、拙稿「憲
法史の解釈論的意義（一）〜（三）──第条を素材として──」法学論叢167
巻号98頁以下・同168巻号71頁以下・同168巻号67頁以下（2010-2011年）
を挙げるにとどめたい。なお、本稿は、法解釈学的な関心から執筆されたもので
はないが、それでもなお小委員会の審議を検証する際に確認しておくべき基礎的
情報を提供しようとするものであり、その意味で、ここに紹介した旧稿の内容を
少なからず補うものと考えている。
10）例えば、棟居快行「『集団的自衛権』の風景 ──条・前文・13条」法律時報
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87巻12号（2015年）33頁以下は、戦後初期の憲法条に関する政府見解に、「実
質的には芦田修正に近い理屈」を見出し、その重要性を指摘する。先般の安全保
障法制整備後の議論においてもなお、芦田修正が第条をめぐる有効な解釈学説
を基礎づけるものとして注目されている事実は看過すべきではないだろう。
11）古くは、森清『タカ派の論理』（第一法規出版、1983年）145頁以下、古関彰一
『新憲法の誕生』（中央公論社、1989年）239頁以下（1995年の中公文庫版では
298頁以下）がある。なお、古関彰一『日本国憲法の誕生』（岩波現代文庫、2009
年）は、同書の内容を「この20年間に公開された新たな史料や研究成果に基づき
大幅に加筆した上で、改題した」（434頁）ものとされるが、小委員会速記録に対
する評価は変わっていない（298頁以下）。
12）古関彰一「解説」『第九十回帝国議会衆議院帝国憲法改正案委員小委員会速記録
（復刻版）』（現代史料出版、2005年）(1)-(2)頁は、「速記録は印刷されないまま、
衆議院事務局に保管されることになり、1956年月日の衆議院運営委員会で非
・
公
・
開
・
扱
・
い
・
と
・
し
・
、議員に限って閲覧が認められることが決定された」（傍点筆者）
とし、公開状態にあった速記録が非公開扱いに変更されたことを示唆する。
13）大石眞『日本憲法史 第版』（有斐閣、2005年）330-331頁。
14）例えば、朝日新聞1995年月30日付朝刊25頁を参照。
15）衆議院事務局所蔵の内部資料として、『憲法改正案委員小委員会速記録の閲覧の
取扱に関する資料』（封筒冊）、および、『憲法調査会委員に憲法改正案小委員
会速記録閲覧を許可するの件』（封筒冊）を閲覧した。なお、資料の閲覧にあ
たっては、白井誠衆議院事務局議事部長（当時）の多大なる助力を得ており、こ
こに記して感謝の意を表したい。
16）1925年愛媛県生まれ。1948年東京大学法学部卒業、同年自治省入省。1976年から
1990年まで衆議院議員（期）、その間に自由民主党憲法調査会副会長を務めた。
2008年没。略歴については、森清『日本の憲法 ─すめらみことのしろしめす国
─』（展転社、2005年）等を参照。
17）森清監訳『憲法改正小委員会秘密議事録 ─米国公文書公開資料─』（第一法規
出版、1983年）。なお、同書の「翻訳、資料の整備等」（序頁）においては、駒
澤大学教授の西修および自由民主党憲法調査会参事の村川一郎（いずれの肩書き
も当時）が実質的な作業を担当している。
18）森は、引用文中において小委員会速記録を「議事録」とするが、厳密には、帝国
議会期における議事録と速記録は別のものを意味しており、ここでは「速記録」
とするのが正しい。帝国議会における①議事録、②委員会の会議録、③速記録、
④決議録の性質と異同については、葦名ふみ「『国会会議録』前史 ─帝国議会
議事録・委員会の会議録・速記録・決議録の成立と展開─」レファレンス744号
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（2013年）53頁以下が参考となる。また、前田英昭「憲法第五十七条にいう国会
の『会議録』について」駒澤大学法学部研究紀要47号（1989年）77頁以下大山英
久「帝国議会の運営と会議録をめぐって」レファレンス652号（2005年）32頁以
下をも参照。
19）森・前掲注（17）595-596頁。
20）森・前掲注（11）148頁。
21）森・前掲注（11）161頁。
22）「第九十回帝国議会衆議院憲法改正小委員会速記録等の抄写 ペン」（入江俊郎関
係文書39）
23）入江俊郎『日本国憲法成立の経緯（タイプ印書版）』（東京大学法学部研究室図書
室所蔵、1956年？）409頁。
24）入江俊郎『憲資・総第四十六号 日本国憲法成立の経緯』（大蔵省印刷局、1960
年）。
25）入江俊郎『憲法成立の経緯と憲法上の諸問題 ──入江俊郎論集──』（第一法
規出版、1976年）1-472頁に収録。
26）入江・前掲注（24）378頁（傍点筆者）。なお、この修正は、入江・前掲注（25）
378頁にも引き継がれている。
27）この事実を早くから指摘したものとして、佐々木髙雄『戦争放棄条項の成立経
緯』（成文堂、1997年）326頁を参照。
28）入江・前掲注（23）449頁。
29）古関・前掲注（11）『日本国憲法の誕生』298頁以下（傍点筆者）。
30）芦田均「憲法はこうして生れた 秘められた歴史的事実（上・下）」東京新聞
1956年月30日・同31日付朝刊頁。
31）芦田は1956年月15日から原稿を書き始めており、同19日に「憲法の戦争放棄の
由来」というタイトルで、東京新聞に原稿を渡した。このためか、同30日の掲載
紙を確認し、「題はどうも面白くない」としている。芦田均（進藤榮一・下河辺
元春編）『芦田均日記 第六巻』（岩波書店、1986年）102-110頁。
32）古関・前掲注（11）『日本国憲法の誕生』419頁。
33）同前299頁。
34）古関彰一「公開された「憲法改正秘密議事録」の読み方。」潮440号（1995年11
月）は、「1956年という年は、ちょうど政府の憲法調査会が発足した年でもある。
私から見ると、憲法調査会ができて憲法の成立過程を本格的に調査するときに、
その一番重要な小委員会速記録が秘密扱いになったということは不思議でならな
い」（97頁）として、憲法調査会発足との関係を示唆する。
35）例えば、毎日新聞1995年月30日付朝刊頁は、森の議論を紹介しており、基本
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的にその理解にしたがっている。また、竹中佳彦「『芦田修正』再考」北九州市
立大学法政論集30巻・合併号（2002年）19頁・52頁、植田麻記子「占領初期
における芦田均の国際情勢認識 ──「芦田修正」から「芦田書簡」へ──」国
際政治151号（2008年）67-68頁、平山朝治「日本国憲法の平和主義と、安全保障
戦略」国際日本研究号（2015年）12頁なども、古関の議論にしたがい、議運の
決定により速記録が非公開扱いになったとする。
36）佐藤・前掲注（）713頁。
37）入江・前掲注（23）409頁。
38）芦田均（進藤榮一・下河辺元春編）『芦田均日記 第七巻』（岩波書店、1986年）
10頁。芦田は1957年12月日、小委員会速記録を国会議員の資格で閲覧している
が、その際、事務総長を務めていた鈴木が「当時のメモ等」を読み聞かせている。
39）鈴木の出席は、「鈴木書記官」として、第13回小委員会の速記録に現れる唯一の
発言から裏づけられる（『速記録』277頁）。
40）サンケイ新聞1975年月25日付朝刊頁（大島多蔵の証言）。
41）佐藤・前掲注（）713頁。
42）佐藤功「制憲過程における芦田さんの思い出 ──『芦田均日記』の刊行に寄せ
て──」図書1986年月号34頁。
43）『速記録』頁。
44）例えば、読売新聞1946年月26日付朝刊頁は、小委員会が「非公開で開会」さ
れた事実を報道する。
45）衆議院事務局編・前掲注（）により確認することができる。
46）サンケイ新聞1975年月25日付朝刊頁。
47）例えば、読売新聞、朝日新聞、毎日新聞各紙の1946年月26日付朝刊頁を参照。
48）『速記録』17-18頁。
49）同18頁（傍点筆者）。
50）同19頁。
51）同47頁（第回）、82頁（第回）、221頁（第回）、238頁（第回）、246頁
（第10回）を参照。
52）朝日新聞1995年月30日付朝刊25頁。
53）『速記録』頁。
54）改正案が直訳調であることは、笠井や森戸らも指摘しているところである（例え
ば、『速記録』頁、21頁など）。
55）同17頁。
56）佐藤達夫『日本国憲法誕生記』（大蔵省印刷局、1957年）147頁によれば、憲法制
定当時は、GHQとの交渉について露骨な言及は控えなければならなかったため、
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「関係方面」や「あちらさん」、「お濠端」という言葉が用いられという（1999年
の中公文庫版では148頁）。このためか、小委員会においても、「G・H・Q」とい
った直接的な言及のほかに、「関係方面」や「其ノ筋」という言葉づかいがたび
たび見られる。
57）例えば、古関は、「明治憲法下の議院法は秘密会について『秘密会議ハ刊行スル
コトヲ許サス』（39条）と定めているが、速記録は刊
・
行
・
さ
・
れ
・
、1950年ごろは閲読
できたという」（傍点筆者）と述べる。古関彰一「秘密議事録の公開にみる歴史
の教訓 ──情報公開法は行政情報に限定してよいのか」法律時報67巻10号
（1995年）頁。
58）衆議院事務局内部資料「『帝国憲法改正案委員小委員会の速記録の公開』につい
ての問題点（未定稿）」（1981年10月21日）頁。
59）衆議院事務局編『昭和十七年十二月改訂 衆議院委員会先例彙纂 全』（大日本
印刷株式会社、1942年）61-64頁。
60）同前189頁。
61）憲法調査会編『憲法調査会第七回総会議事録』（1957年）85頁。
62）佐藤・前掲注（）713頁。
63）鈴木隆夫「秘密会議の会議録の公開問題について」（1957年）同『国会法の理念
と運用 ─鈴木隆夫論文集─』（信山社、2012年）253頁。
64）大木操『激動の衆議院秘話 舞台裏の生き証人は語る』（第一法規出版、1980年）
393-394頁（傍点筆者）。
65）同前396頁。
66）この事実は、大木操『大木日記 終戦時の帝国議会』（朝日新聞社、1969年）340
頁においても確認することができる。
67）佐々木・前掲注（27）326頁。なお、同書は「1956年の議院運営委員会決定は、
非公開化を進めたものではなく ─不充分であったとはいえ─ 公開への一歩だと
受け止めるべき措置であり、何人かによる隠蔽工作だと捉える見解は正しくな
い」（同頁）とする。
68）佐藤達夫『日本国憲法成立史 第一巻』（有斐閣、1962年）141頁。
69）「議会ニ於ケル立法手続等報告ニ関スル件」（佐藤達夫関係文書1431-）。なお、
佐藤文書内の同資料はナンバリングが見られないが、SCAPIN-179，22
October 1945（国立国会図書館憲政資料室所蔵マイクロフィルム）［請求記号：
SCA-1 R2/永続的識別子：http://dl.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/9885243]と同一内
容である。
70）「議会ニ於ケル立法手続等報告ニ関スル件」（佐藤達夫関係文書1431-）。
71）内閣法制局百年史編集委員会編『内閣法制局百年史』（大蔵省印刷局、1985年）
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108-109頁。
72）「法律案、政令案の総司令部における事前審査制度について」（佐藤達夫関係文書
1429-）。
73）天川晃『占領下の議会と官僚』（現代史料出版、2014年）によれば、終連の設置
は、アメリカ政府が「日本政府機構を『利用するが支持しない』という『間接統
治』の占領方式をとった」（頁）ことを受けてのものであった。
74）終戦連絡中央事務局の成り立ちについては、荒敬解題『日本占領・外交関係資料
集 ──終戦連絡中央事務局・連絡調整中央事務局資料── 解題・詳細総目
次』（柏書房、1991年）頁以下に詳しい。
75）朝日新聞1945年月26日付朝刊頁。
76）佐藤・前掲注（68）147頁。
77）衆議院事務局内部資料「帝国憲法改正小委員会速記録の GHQへの翻訳提出につ
いて（滝口元資料課長から聴取 56. 8. 31）」（1981年）参照。なお、日本国憲法
と同時に議院事務局法が施行されると、1947年月に衆参両院に翻訳課が置かれ、
同課が本会議の速記録全文を48時間以内に、渉外課が委員会の審議概要を24時間
以内に、それぞれ翻訳して GHQに報告したといい、それ以前は、終連事務局が
翻訳を担当していた（朝日新聞1995年月30日付朝刊25頁）。
78）島静一『私が見た 憲法・国会はこうやって作られた』（岩波ブックレット、
2006年）14-16頁。
79）同前16頁。また、毎日新聞1995年月30日付朝刊15頁掲載の島の証言をも参照。
80）同前17頁。
81）「憲法改正司令部関係議会報告Ⅰ」（佐藤達夫関係文書138）のなかに全要録を確
認することができる。なお、森・前掲注（17）486頁以下に、同資料の日本語へ
の再翻訳が収録されている。
82）森・前掲注（11）154-155頁。
83）佐藤功「憲法第九条の成立過程における『芦田修正』について」東海法学号
（1987年）18頁。なお、佐藤は、島が提出していた報告書について、「毎回の審
議の簡単な要約であり、私の執筆し、提出していた要録とは別のものである」と
述べていることから、佐藤が提出したとする要録の方が詳しい可能性がある。
84）毎日新聞1995年月30日付朝刊15頁。
85）朝日新聞1995年月30日付朝刊25頁。
86）Constitution Hearings: House of Representatives - Sub-Committee（English）,
July 1946 - Aug. 1946, GHQ/SCAP Records（RG311）, Box No. 2088, Folder No.
2.（国立国会図書館憲政資料室所蔵マイクロフィッシュ）［請求記号：GS（B）
00629−00638／永続的識別子：http://dl.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/9895008]
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87）荒敬編『日本占領・外交関係資料集 第六巻 ──終戦連絡中央事務局・連絡調
整中央事務局資料──』（柏書房、1991年）62頁。なお、佐々木・前掲注（27）
327頁は、「この要請に従い、芦田小委員会の議事録も、他のそれと一緒に、英訳
して提出されたのであろう」と推測する。
88）「憲法改正及法務庁法制部人事に関する件」（佐藤達夫文書1429の17）−頁。
なお、同資料によれば、ケイディスは、十分にコピーのあるものは12部を提出す
るように要請しており、その内訳は、極東委員会、米国国務省、ダグラス・マッ
カーサー（Douglas MacArthur）、コートニー・ホイットニー（Courtney
Whitney）民政局長、副官部、政治部用に各部とされている（頁）。
89）毎日新聞1995年月30日付朝刊15頁（佐藤功証言）。
90）Government Section, Supreme Commander for the Allied Powers, Political
Reorientation of Japan, September 1945 to September 1948, 2 volumes,
Washington D.C., U.S. Government Printing Office, 1949.
91）例えば、森・前掲注（17）は、限られた資料状況下に編まれた労作であるが、
「芦田小委員会の速記録は、そ
・
の
・
当
・
時
・
、翻訳して連合軍総司令部に提出されてお
り」（序頁・傍点筆者）として、必ずしも正確でない情報を伝える。また、佐
藤・前掲注（）は、森らの英訳速記録を参照しているためか、佐藤功による補
訂箇所に同様の誤りが見受けられる（714頁）。なお、古関・前掲（12）「解説」
は、速記録が英訳提出された時期を明示していない（⑹、⑾-⑿頁）。
92）第回小委員会（『速記録』25頁・26頁）、第回小委員会（同177頁）、第回小
委員会（同189頁）、第12回小委員会（同261頁）、第13回小委員会（同276頁）に
確認できる。
93）佐藤・前掲注（）740頁（佐藤功による追補部分）。
94）『速記録』25頁。
95）朝日新聞1995年月30日付朝刊25頁（佐藤功証言）。
96）『速記録』26頁。
97）入江・前掲注（23）412頁。
98）この点については、芦田自身が「原案を大幅に修正することは占領軍従来の方針
に鑑み、到底その同意を得る見込みがないから、大体原案を中心として修正する
こと」（憲法調査会編・前掲注（61）85頁）という基本方針を小委員会は採った
と証言していることとも平仄が合う。
99）サンケイ新聞1975年月25日付朝刊頁。
100）憲法調査会編・前掲注（61）115頁。
101）面会日については、芦田均（進藤榮一・下河辺元春編）『芦田均日記 第一巻』
（岩波書店、1986年）125-126頁、271-276頁のほか、「衆議院帝国憲法改正案小
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委員会審議日録」（佐藤達夫関係文書239）、終戦連絡部政治部「衆議院憲法小委
員会の憲法草案仮修正案に関しケーディス大佐と会談の件（）」（佐藤達夫関係
文書187）をも参照。
102）芦田が GHQの意向を意識し、小委員会審議における自らの発言を制限してい
たことは、憲法調査会編・前掲注（61）91頁の芦田証言などからもうかがえる。
103）「衆議院帝国憲法改正案小委員会審議日録」（佐藤達夫関係文書239）、「衆議院憲
法小委員会の憲法草案仮修正案に関しケーディス大佐等と会談の件（）〜
（）」（佐藤達夫関係文書186、187、190）を参照。なお、日本側からは、政府
委員として入江俊郎・佐藤達夫らが、終連連絡官として加藤匡夫、山田久就、藤
崎萬里らが折衝に参加している。
104）セオドア・H・マックネリー（小林昭三訳・憲法調査会編）『日本の憲法にたい
する国内的・国際的影響（抄）』（大蔵省印刷局、1959年）119頁。
105）『速記録』251頁（傍点筆者）。
106）芦田・前掲注（101）122-126頁、佐藤・前掲注（）834頁以下を参照。なお、
19日の懇談会は、樋貝三衆議院議員（当時）ら自由党一部幹部による小委員会
修正案への反対という越権的行為に対応するために開かれたものであり、修正案
が審議されたわけではない。
107）例えば、芦田の日記と速記録を比較すると、しばしば開会の時間がずれている
ことに気づくが、とりわけ月日の第回小委員会は、記録に時間ものずれ
がある。芦田・前掲注（101）274頁、『速記録』237頁参照。
108）『速記録』26頁。
109）『速記録』85頁。
110）このことを指摘する文献として、進藤榮一『分割された領土 もうひとつの戦
後史』（岩波現代文庫、2002年）220頁が注目される。
111）「衆議院帝国憲法改正案小委員会の経過メモ」（佐藤達夫関係文書151）。
112）「衆議院帝国憲法改正案小委員会の概要メモ」（佐藤達夫関係文書240）。なお、
佐藤達夫「日本国憲法誕生記（）」時の法令177号（1955年）38頁は、小委員会
の審議回数を「13回」としているが、同連載を単行本にまとめた佐藤・前掲注
（56）108頁は、回数を「14回」に改めている（文庫版157頁）。また、佐藤達夫
「日本国憲法成立史 ──マッカーサー草案から日本国憲法まで──
〔40〕」ジュリスト125号（1957年月日号）51頁も、審議回数を14回としてお
り、佐藤・前掲注（）713頁もこれに従っている。このことから、佐藤はジュ
リスト連載時に審議回数を再確認し、その際に回数を改めたと推測される。
113）毎日新聞1995年月日付朝刊頁。
114）例えば、鈴木義男は、衆議院議院運営委員会における国会議員を対象とする閲
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覧決定前日の参議院内閣委員会において、「この小委員会の速記録は、まだ非公
開で、発表になっておりません」と証言しており、閲覧できていない様子がうか
がえる（第24回国会参議院内閣委員会会議録第38号（1956年月日）21頁）。
また、森戸辰男も、「一昨年〔1973年〕でしたか、憲法に関する論文を書くため、
衆議院にこの議事録を見せてほしいと申し入れたことがあるが、秘密会であった
ことを理由にことわられた」との証言を残している（サンケイ新聞1975年月26
日付朝刊頁）。
115）芦田が憲法条項に関する修正意図を語り始めた最初の例と思われるものに、
芦田均・高木健夫「戦争放棄の国と総理大臣（対談）」読売評論巻10号（1950
年10月）がある。
116）毎日新聞1951年月14日付朝刊頁。
117）朝日新聞1951年月19日付朝刊頁。
118）東京新聞1956年月31日付朝刊頁（傍点筆者）。
119）例えば、芦田均「戦争放棄と戦力」世界77号（1952年）49頁を参照。
120）古関・前掲注（12）の「解説」は、東京新聞の同エッセイに言及しつつ、芦田
が「提案理由は速記録に書いてあると明言した」（(4)頁）としているが、このよ
うな指摘は事実に反する。また、古関彰一『平和憲法の深層』（ちくま新書、
2015年）もこれと同旨であるが、同書は、その根拠として、1979年月12日付の
東京新聞を挙げる（123頁）。しかし、同日掲載の関係記事（頁、頁）は、芦
田の死後に、東京新聞記者が芦田日記の内容を改竄のうえで報道したものであり
（朝日新聞1986年月17日付朝刊頁、東京新聞1986年月31日付朝刊頁、
頁参照）、何かの間違いであるように思われる。なお、前掲注（）の拙稿（二）
91-93頁も参照のこと。
121）芦田均「日本国憲法制定当時の事情と私の見解」改進党憲法調査会『日本国憲
法制定の経緯とその実情』（1954年）18頁。
122）憲法調査会編『憲法調査会第二回総会議事録』（1957年月19日）36頁。
123）芦田が公開を積極的に働きかけた期間の衆議院議長の顔ぶれを確認しておけば、
林譲治（第41代、自由党所属）、大野伴睦（第42・43代、自由党所属）、堤康次郎
（第44代、改進党所属）、松永東（第45代、日本民主党所属）、益谷秀次（第46代、
自由民主党所属）の名である。
124）芦田均（進藤榮一・下河辺元春編）『芦田均日記 第五巻』（岩波書店、1986年）
427頁、芦田・前掲注（31）406頁。
125）読売新聞1955年月日付朝刊頁には、「芦田均氏（民主党最高委員）はこの
数年間改正当時の審議の真相を明らかにするため、帝国憲法改正案特別委員の秘
密会議事録の公開を主張していた」との一文が見られる。
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126）読売新聞1954年12月12日付朝刊頁。
127）読売新聞1954年12月11日付夕刊頁。
128）社会経済学者の平山朝治は、「芦田修正」の真偽を検証するために速記録の公開
を求める金森らの動きに対して、芦田が「『速記録』秘密扱いを画策した黒幕」
（平山・前掲注（35）12頁）であると推測するが、以上に示した事実からすれば、
このような見方は根拠を欠くもののように思われる。
129）もっとも、このことは、「芦田修正」それ自体に何らの根拠がないということを
直ちに意味するものではない。芦田は、1957年12月日の憲法調査会第回総会
における自身の証言に先立ち、同年11月27日、同29日、12月日に、小委員会速
記録を繰り返し閲覧しており（芦田・前掲（38）7-10頁）、そのうえでなお、「芦
田修正」に基づく自衛戦力合憲論を展開していたからである。この点につき、芦
田が速記録に再確認した自らの仕掛けは第項冒頭の文言のすり替え（「前掲」
から「前項」へ）であったとする指摘として、佐々木髙雄「『地方自治の本旨』
条項の成立経緯」青山法学論集46巻・合併号（2004年）111-115頁、同「戦
力と自衛隊」大石眞・石川健治編『憲法の争点』（有斐閣、2008年）52-53頁が注
目される。
130）読売新聞1955年月日付朝刊頁。
131）実際に、毎日新聞1955年月日付朝刊頁には、右派社会党の片山哲による
「平和憲法擁護」の見解と両論併記のかたちで、芦田による憲法改正論が掲載さ
れている。
132）金森徳次郎「憲法制定議会の前後」自由党憲法調査会『特別資料一 日本国憲
法制定の事情』（有隣堂印刷株式会社、1954年）27-28頁。
133）金森徳次郎「秘密会の速記は見せるがよい ─憲法改正案委員小委員会─」朝
日新聞1957年10月24日付朝刊頁。
134）衆議院事務局編『昭和三十年二月版 衆議院先例集』（大蔵省印刷局、1955年）
445頁。
135）読売新聞1957年10月20日付夕刊頁。
136）当時作成されたパンフレットおよびその原稿類は、鈴木隆夫関係文書内（75-3、
75-4、75-5）に確認することができる。なお、元衆議院議事部副部長の今野彧
しげ
男
お
によれば、同論文の見解は、「当初は非公式のものとされたが、その後印刷した
ものが内部資料として限られた取材陣にも配布され、一部の新聞がその概要を報
道した」（鈴木・前掲注（63）298頁）といい、その一部は、森・前掲注（11）
152頁以下にも引用されている。
137）草稿「昭和三十二年十月二十四日附朝日新聞掲載 金森徳次郎氏秘密会の速
記は見せるがよい─憲法改正案委員小委員会─を読みて」（鈴木隆夫関係文書
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75-1、75-2）。なお、同草稿の存在は、筆者の研究報告の際に、国立国会図書館
利用者サービス部政治史料課の葦名ふみ氏にご教示いただいたものであり、ここ
に記して感謝の意を表したい。
138）衆議院事務局内部資料「未定稿「帝国憲法改正案委員小委員会の速記録の公開」
についての問題点 56.10.21」（1981年）頁。
139）西修『日本国憲法はこうして生まれた』（中公文庫、2000年）327頁。
140）第22回国会衆議院内閣委員会議録第49号（1955年月28日）頁以下。
141）読売新聞1954年12月12日付朝刊頁。
142）朝日新聞1957年11月12日付朝刊頁。
143）朝日新聞1957年10月25日付朝刊頁。
144）朝日新聞1957年12月22日付朝刊頁。
145）毎日新聞1995年月30日付朝刊頁。
146）読売新聞1995年月30日付朝刊頁。
147）第24回国会衆議院議院運営委員会議録第45号（1956年月日）頁。
148）第24回国会衆議院議院運営委員会議録第46号（1956年月10日）頁。
149）鈴木・前掲注（63）257頁。
150）前掲注（148）参照。なお、速記中の脱字と思われる箇所を、後掲注（151）に
より補った。
151）衆議院事務局編『昭和三十八年版 衆議院先例集』（大蔵省印刷局、1963年）
511−512頁。
152）朝日新聞1995年月30日付朝刊頁。
153）森・前掲注（17）は、「私自身は、国会議員として、十
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録を院内で閲読している」と記す（序頁・傍点筆者）。また、前出のとおり芦
田も、小委員会速記録を繰り返し閲覧した事実を日記に記録している（前掲注
（129））。これらの記述が正しいとすれば、10人のなかでも速記録に強い関心を
持っていたのは、その一部であったといえるかもしれない。なお、筆者が衆議院
事務局に問い合わせたところ、閲覧が行われたとされる速記第一課には、閲覧記
録に関する資料は残っていないとのことであった（2016年月24日現在）。
154）憲法調査会については、近年に至るまで本格的な学術研究がなされずにきたが、
廣田直美『内閣憲法調査会が戦後憲法史において果たした役割 ──渡米調査と
二つの「報告書」に焦点をあてて──』（青山学院大学博士学位論文、2016年
月）は、同調査会に関する初の総合的学術研究として、研究史上に画期をなす重
要の文献といえる。なお、同論文は、「青山学院大学・女子短期大学 学術リポ
ジトリ AURORA-IR」（https: //www.agulin.aoyama.ac.jp/opac/repository/
1000/18672/18672.pdf）で閲覧することができる。
帝国議会秘密会議事速記録の公開経緯・再考（) 151
─ 151 ─
155）憲法調査会編『憲法調査会第四回総会議事録』（1957年10月16日）頁。
156）毎日新聞1957年10月19日付夕刊頁。
157）芦田は、1957年10月29日の日記において、「益谷君には理論は一つもない。事務
当局の意見をとりついでいる許りである。」としており、議長が事務局の見解の
影響下にあったことを示唆する（芦田・前掲注（31）406頁）。
158）朝日新聞1958年月17日付夕刊頁。
159）廣田・前掲注（154）頁。
160）内閣法制局憲法資料調査室所蔵「憲法調査会事務局資料」287「運営委員会綴
（昭32〜39）10巻」巻収録の憲法調査会第14回運営委員会議事録（1957年12月
18日）参照。なお、同資料は、青山学院大学法学部非常勤助手の廣田直美氏にご
提供いただいたものであり、ここに記して感謝の意を表したい。
161）憲法調査会編『憲法調査会第10回総会議事録』（1958年月19日）57−61頁。
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163）第28回国会衆議院議院運営委員会議録第27号（1958年月10日）頁。
164）第28回国会衆議院会議録第28号（その一）（1958年月10日）頁。
165）学識経験者の全参加者は、植村甲午郎（経団連副会長）、潮田江次（政治学者）、
大石義雄（憲法学者）、大西邦敏（憲法学者）、金正米吉（日本労働組合総同盟会
長）、神川彦松（政治学者）、茅誠司（物理学者）、坂千秋（元内務官僚）、坂西志
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（政治評論家）、正木亮（弁護士）、真野毅（弁護士）、水野東太郎（弁護士）、八
木秀次（工学者）、矢部貞治（政治学者）、吉村正（政治学者）、蠟山政道（行政
学者）の計22名である（五十音順）。
166）読売新聞1958年月13日付夕刊頁。
167）古関・前掲注（34）96頁以下参照。
168）サンケイ新聞1975年月25日付朝刊頁。
169）サンケイ新聞1975年月26日付朝刊頁。
170）衆議院事務局内部資料「第95回国会（議会制度協議会） 一、帝国憲法改正委員
小委員会議録の公開についての上申書の取扱いについて 昭和56年10月21日」
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171）読売新聞1995年月30日付朝刊頁。
172）村山富市首相（当時）の所信表明演説における自衛隊合憲判断は、第130国会衆
議院会議録第号（1994年月20日）頁に確認することができる。
173）日経新聞1995年月30日付朝刊頁、読売新聞1995年月30日付朝刊頁。
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（鈴木・前掲注（63）299頁）と指摘しており、公開手続の妥当性に関する評価
として、注目に価する。
175）第132回国会参議院会議録第30号（1995年月16日）頁の小川仁一発言を参照。
また、毎日新聞1995年月月付朝刊頁も参照。
176）参議院改革協議会小委員会報告書「秘密会会議録公開の問題について」（1995年
月15日）（http://www.sangiin.go.jp/japanese/gianjoho/old_gaiyo/132/13284
04.pdf）。
177）公開決定を報じるものとして、毎日新聞1995年月日付朝刊頁を参照。
178）第132回国会参議院議院運営委員会会議録第27号（1995年月日）頁。
179）例えば、毎日新聞1995年月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180）毎日新聞1995年月日付朝刊頁。
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員会で示された公開の実施要領によれば、①衆議院議員、②衆議院各会派事務室、
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182）毎日新聞1996年12月日付朝刊13頁参照。
183）例えば、毎日新聞1995年月30日付朝刊頁の土井たか子衆議院議長（当時）
のインタヴュー参照。
184）この問題を指摘するものとして、今野彧男『国会運営の法理 衆議院事務局の
視点から』（信山社、2010年）276-277頁を参照。
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